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序 問題の所在
国際法は、国家が国際義務の要請に反する行動をとった場合、その法的
65
帰結をどのように定めているのであろうか。これは、国際法が責任制度を
通じてどのように法秩序の維持をはかろうとしているのか、国際違法行為
責任の内実に関わる問題である。この問題はこれまで、国家責任法の「機
能」（function）との関係で論じられてきた。すなわち、国家責任法は、国
家の国際違法行為によって発生した損害の塡補のみを目的とするのか、そ
れとも広く法秩序の維持を目指した合法性の回復までも目的とするのかと
いう議論である。従来、国家責任法の機能は、責任の成立要件の観点から
議論されることが多かった。責任の成立要件から損害を除外するか否かに
よって、国家責任法が、専ら損害の塡補を目的とするのか、合法性の回復
までも目的とするのか、国家責任法の機能の捉え方に相違が出てくるとい
う趣旨で
(１)
ある。
他方で、国家責任法の機能は国際違法行為の法的帰結とも密接に関連し
ている。というのも、責任法の機能は、法の要請に反する行動をとった主
体に対して社会が課す不利益や負担を通じて具体的に認識しうるものだか
らである。では、国際社会におけるこの不利益や負担とはいかなるものと
観念されているのであろうか。
たとえば、ドゥコーが「賠償の機能（fonction re?paratoire）は、長い間、
責任法の中心的な位置を有してきた」と指摘するよ
(２)
うに、学説上、国際違
法行為責任の内実を賠償（reparation;
(３)
re?paration）と捉える見解も多い。
(１) 湯山智之「国家責任の救済手段の再構成―国際違法行為の中止とサティスファ
クション―」『東北法学』第14号（1996年）133-134頁；西村弓「国家責任法の機能
―損害払拭と合法性コントロール―」『国際法外交雑誌』第95巻３号（1996年）47-
61頁。
(２) E.Decaux,“Responsabilite?et re?paration”,Socie?te?française pour le droit
 
international,La responsabilite?dans le syste?me international (1991),p.147.
(３) “reparation”は、一般に、国際法の違反により責任国に発生する責任解除義
務の総称的表現として用いられる。しかし、“reparation”の日本語訳は、大きく
「賠償」と「回復」の２つに分かれ、一貫した訳語が用いられているわけではない。
たとえば、公定訳は、国際司法裁判所規程第36条２項 dの「国際義務の違反に対
する賠償の性質又は範囲」のように賠償という訳語を用いている。これに対し、講
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また、国際司法裁判所は、ジェノサイド条約適用事件（本案、2007年）
において、国際法上の刑事責任の存在を否定し
(４)
つつ、国際違法行為から生
じる法的帰結とは賠償であるとの立場を明確に示して
(５)
いる。このような国
際違法行為の法的帰結の性格規定は、常設国際司法裁判所のホルジョウ工
場事件（賠償・管轄権、
(６)
1927年）以来、国際司法裁判所の在イラン米国大
使館占拠事件（本案、
(７)
1980年）、ニカラグア事件（本案、
(８)
1986年）、そして逮
捕状事件（
(９)
2002年）などにおいても、国際判例上一貫して認められてきた
学上、大沼保昭のテキストに代表されるように、回復の訳語が用いられることもあ
る。大沼保昭『国際法―はじめて学ぶ人のための―』（東信堂、2005年）218頁。ま
た、“reparation”の用語法も一貫していない。国家責任条文は、被害の発生の有
無に応じて、被害の発生を必要としない違法行為の中止や再発防止（第30条）と被
害に対する “reparation”の義務（第31条）とを定めている。それゆえ、国家責任
条文第30条に関わる紛争が裁判所規程第36条２項 dの “reparation”の対象となる
か否かが理論上問題となる。この点について、国際司法裁判所のラグラン事件
（2001年）において、米国は、再発防止は裁判所規程の“reparation”とは概念上異
なるとの主張を行って裁判所の管轄権を否定したが、裁判所は本件に関する管轄権
を認め、米国の領事関係条約違反を理由とする再発防止の義務について判示してい
る。 I.C.J. Reports 2001,pp.484-485,paras.46-48,pp.512-513,para.124.本稿
では、裁判所規程第36条２項 dの包括的な用語法に倣い、“reparation”を責任解
除義務全般を包含する概念として用いていくことにする。また、訳語としても「賠
償」の語を用いる。“reparation”には、「相当の注意」義務の違反のように責任非
難のある違法行為に対する不利益や負担の賦課としての意味合いが含まれることが
あり、より責任非難の帰結としての語感を有している「賠償」の方が適切な訳語と
考えるからである。また、後述するように、“reparation”には、合法性の回復を
その目的とすることもあるが、合法性の回復そのものを目的とする請求が問題とさ
れる場合には、“restoration” の語を用いる有力な見解も出てきており、“repara-
tion”と “restoration”とを区別するためにも、“reparation”を賠償、“restora-
tion”を回復と訳し分けるのが適切であると考える。
(４) I.C.J. Reports 2007,p.115,para.170.
(５) Ibid.,p.232,para.459.
(６) P.C.I.J. Series A,No.9,p.21.
(７) I.C.J. Reports 1980,pp.41-42,para.90.
(８) I.C.J. Reports 1986, pp.142-143, paras.283-284, p.149, para.292(13）-
（15).
(９) I.C.J. Reports 2002,p.30,para.72,pp.31-32,paras.75-76.
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見解でもある。
この国際判例上の立場によれば、後述するように、国際法の違反と賠償
義務との関係性は、紛争当事国の合意によって創設されるのではなく、当
該違反により必然的・自動的に発生するものと理解されて
(10)
いる。このよう
に個々の合意によって賠償義務の内容が決定されるのではなく、予めルー
ル化されている賠償概念が適用されるとの前提に立つ以上、国際法上の賠
償に関する規則を正確に把握することは、国際違法行為責任の内実を明確
にするうえでも不可欠の作業であるといえよう。
本稿では、以上の問題意識に立脚して、国際法上の賠償概念の歴史的発
展過程と国際裁判所による実際の賠償認定を考察したうえで、国家責任条
文が従来の賠償に関する実践を踏まえていかなる責任制度を構築しようと
したのかを分析していくことにする。このような検討を通じて、賠償概念
に関する国家責任法の現代的課題を抽出し、国際法における国家責任法の
機能の特質を明らかにしていきたいと思う。
第一章 賠償概念の発展過程
賠償をめぐる紛争は、条約の解釈や国際義務の違反の認定などと並ん
で、法律的紛争と位置づけられている（国際司法裁判所規程第36条２項）。
法律的紛争とは、第三者機関を通じた客観的な法認定の可能な紛争のこと
をいい、とくに裁判所による法認定になじむ紛争のことを意味
(11)
する。これ
(10) 合意による責任の創設と事前に存在する責任の実施との区別を指摘するものと
して、P.d’Argent,Les re?parations de guerre en droit international public: la
 
responsabilite?internationale des États a? l’e?preuve de la guerre(2002),p.753.本
書の書評については、村上太郎「紹介：Pierre d’Argent,Les re?parations de guer-
re en droit international public: la responsabilite? internationale des États a?
l’e?preuve de la guerre (Pre?face de Joe VERHOEVEN, Bruylant/L.G.D.J.,
Bruxelles/Paris,2002, xvi＋902pp.）」『国際法外交雑誌』第103巻４号（2005年）
216-221頁。
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に対し、政治的紛争ないし非法律的紛争とは、国際法ではなく、紛争当事
者の主観的な政治判断の下で解決のはかられる紛争のことをいう。それゆ
え、政治的紛争は裁判が不可能であり、紛争当事者の政治判断による合意
か、それが不可能な場合は戦争を通じて解決がはかられることに
(12)
なる。
法律的紛争としての賠償をめぐる紛争は、国際裁判を通じた国際法上の
客観的な判断により解決することが可能な紛争と理解され、法的な手段に
より国際法秩序を維持するための条件を検討するにあたって格好の素材を
提供してくれるものといえる。以下では、賠償をめぐる紛争が法律的紛争
として理解されるに至った歴史的経緯をたどることで、国際社会が国際法
秩序の維持・回復をはかる手段として賠償概念にいかなる役割を期待して
きたのかを検討していきたいと思う。
第一節 法律的紛争と賠償概念
国際法上の賠償は、現在、国家が国際義務に違反する行動をとった場合
に発生する責任解除義務の総称として一般に理解されている。しかし、最
初から、このような賠償の観念が確立していたわけではない。
入江啓四郎によれば、古代から近世初期にかけては、洋の東西を問わ
ず、国家間の賠償の慣行とこれに関する法概念も成立していなかったとさ
(13)
れる。そして、国際法上の賠償の慣行が漸く生成の緒についた初期段階の
ものとして、ナポレオン戦争後の第２回パリ講和条約（1815年）などを挙
(11) 永田高英「武力行使をともなう国際紛争の裁判可能性」『早稲田大学大学院法
研論集』第83号（1997年）131-132頁。
(12) 山形英郎「伝統的な政治的紛争理論と戦争違法化―国際法の構造転換に対する
一視座―」山手治之・香西茂編『21世紀国際社会における人権と平和：国際法の新
しい発展をめざして（上巻）国際社会の法構造：その歴史と現状』（東信堂、2003
年）124頁。
(13) 入江啓四郎『国際法上の賠償補償処理』（成文堂、1974年）２-３頁。入江は、
「国際法上の損害賠償は、国際法上の主体間、特に国家対国家の関係で、一国家の
故意又は過失により、他国家の権利を侵害し、よって惹起した損失、損害を補償す
るものである」と定義する。同上、14頁。
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げることができるが、そこには、過去に対する正当な償金や将来に対する
堅固な保障を確保するための償金が規定されており、とくに後者のように
現代的意味の賠償とは異なるものが含まれて
(14)
いた。その後、戦時に関して
は、19世紀から第１次・第２次世界大戦までの講和条約の慣行を通じて、
単なる戦費の回収を目的とした戦費補償から違法な戦争手段にもとづく賠
償へと発展することにな
(15)
った。他方で、平時に関しては、19世紀から20世
紀初頭にかけての自国領域の不法な使用に起因する他国ないし他国民への
侵害行為・外交使節団への侵害行為・裁判拒否などを理由とする賠償請求
の慣行を通じて現代的意味における賠償の概念が発展してきたとさ
(16)
れる。
このように賠償は、戦時と平時を問わず、問題となりうるものである
が、そもそも責任概念が妥当するためには、国際仲裁裁判制度の
(17)
発展が必
要であったことを指摘するのは西村弓である。西村は、19世紀において、
紛争解決のために戦争に訴えることが合法とされていたなかで、外国人損
害にもとづく責任事例は国際仲裁裁判による解決に委ねる慣行が生成して
きた点に注目
(18)
する。
柳原正治は、19世紀の戦争観として、①戦争の開始は道徳と国家政策の
(14) 同上、８頁。
(15) 同上、12-14、25-31頁。
(16) 同上、14-17頁。
(17) 国際仲裁裁判制度の発展に大いに寄与した事件としてはアラバマ号事件（米英
仲裁裁判所、1872年）がある。本件の主題は、外国人損害ではなく、中立義務違反
であった。実力の劣るアメリカが勝訴し、戦争に依らずに、法的理由にもとづく判
断で国際紛争を解決できる可能性を具体的に示した点で国際仲裁裁判制度の発展に
とって重要な役割を果たした事件として注目されている。杉原高嶺『国際司法裁判
制度』（有斐閣、1996年）12-13頁。このように、国際仲裁裁判制度の発展におい
て、外国人損害に関する責任事例が多かったとしても、発展に寄与した分野はこれ
に限定されないことには注意が必要である。なお、島田征夫は、特定の類型を国際
仲裁裁判制度のひな型として考えることの危険性を指摘し、時代ごとの変化に注目
すべきことを主張する。島田征夫「国際仲裁裁判の発展―ジェイ条約締結まで―」
島田征夫・杉山晋輔・林司宣編『国際紛争の多様化と法的処理（栗山尚一先生・山
田中正先生古稀記念論集）』（信山社、2006年）30-31頁。
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問題にすぎず、国家は、どのような理由によるものであれ、戦争を行う自
由を有するとする見解と②戦争は、国際紛争（法律的紛争）を解決する最
後の手段、換言すれば、国際法上の権利の実現のための自助の手段である
と捉える見解の存在を指摘す
(19)
るが、この２つの異なる見解が同じく「無差
別戦争観」と後世名づけられた戦争観に括られていた点に注意を払うべき
であると述
(20)
べる。
そして西村は、これらの学説においては、次のような理由で責任概念に
ついて論じる余地がなかったとして
(21)
いる。
「戦争の遂行が、主権に基づいて原理的に自由であるという理解と、権利回
復という正当原因の存在を条件として認められるものの、実際には当該条
件の充足の有無を各当事国が判断することになるとする理解では、法的構
成は異なるものの、各国による戦争遂行の判断を制限し得ない点において
は結果的に同様なのであって、当事国間での合意による引き受けは別とし
て、法的義務としての責任概念が機能する余地を見出すことは困難なので
ある。」
このように西村は、戦争遂行に関する国家の主観的判断権と責任概念と
の非両立性を強調するのである。そして、上記①の主権的自由説において
は、そもそも戦争遂行に対する法的制限が問題となりえないが、上記②の
(18) 西村弓「国家責任法の誕生―国際法における責任原則とその適用対象の一般化
―」上智大学法学会編『変容する社会の法と理論（上智大学法学部創設五十周年記
念）』（有斐閣、2008年）259頁。
(19) 杉原高嶺は、①と②の両説は並存して拮抗する状態が確認されるとしつつ、わ
が国ではこれまで①の捉え方が、一般に「無差別戦争観」と呼ばれ、当時の国際法
の立場であったと広く説かれているが、問題はそれほど単純ではないとの認識を示
している。杉原高嶺「近代国際法の法規範性に関する一考察―戦争の位置づけとの
関係において―」山手・香西編『前掲書』注（12）100頁。
(20) 柳原正治「紛争解決方式の一つとしての戦争の位置づけに関する一考察」杉原
高嶺編『紛争解決の国際法（小田滋先生古稀祝賀）』（三省堂、1997年）２-４頁。
なお、わが国の「無差別戦争観」の意義と特徴については、柳原正治「いわゆる
『無差別戦争観』と戦争の違法化―カール・シュミットの学説を手がかりとして―」
『世界法年報』第20号（2001年）18-20頁。
(21) 西村「前掲論文」注（18）256-257頁。
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権利救済手段説においても、「権利侵害に対して、各国が自らその存否と
適した対処手段を判断して一方的に行動することが認められるのであれ
ば、違反への対処を語るうえで責任概念を介在させる意味はほとんどな
い」と指摘して
(22)
いる。それゆえ、紛争解決に関する国家の主観的・一方的
判断権を制約することで紛争当事国間の法的対話が求められるようにな
り、法規範の客観的解釈を行う第三者機関、とりわけ仲裁裁判所による紛
争解決が、責任概念の妥当性を根拠づける制度的基盤として重要になって
くるのである。つまり、「基本権に基づく主観的判断の絶対性の観念や客
観的判定の不在に基づく各国の判断の有権性が否定されることによって、
法的な意味での国家責任の概念が認識される基盤が生じた」と評価される
ことになるので
(23)
ある。しかし、外国人損害に関する責任事例の仲裁裁判へ
の付託義務は、外国私人をめぐる「些細な利益対立が武力紛争に至る危険
性を避け、法的対話を通して紛争を処理することが当時の責任法の目的」
と捉えられていることからも、国家責任法は、戦争の回避を目的としつつ
も、その妥当範囲は外国人損害に関する金銭賠償の事例に限定されていた
との認識を示すので
(24)
ある。
こうした西村の認識は、国際紛争平和的処理条約の第16条（1899年）と
第38条（1907年）の制定趣旨をみると、当時の理解を正確に反映している
ことがわかる。これらの条項は、国際法上初めて法律的紛争と政治的紛争
の２つの紛争分類を実定法として導入した点で注目に値
(25)
する。
第38条
締約国ハ、法
・
律
・
問
・
題
・
就中国際条約ノ解釈又ハ適用ノ問題ニ関シ、外交上ノ
(22) 同上、256頁。
(23) 同上、260頁。
(24) 同上、270-271頁。中谷和弘も、国家責任法の典型的な適用モデルは「比較的
小規模の国際法違反に対する事後救済……であることは否定できない」と指摘す
る。中谷和弘「国際法治主義の地平―現代国際関係における国家責任法理の『適
用』―」『岩波講座現代の法２―国際社会と法』（岩波書店、1997年）132頁。
(25) H. Lauterpacht, The Function of Law in the International Community
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手段ニ依リ解決スルコト能ハサリシ紛争ヲ処理スルニハ、仲裁裁判ヲ以テ
最有効ニシテ且最公平ナル方法ナリト認ム。故ニ前記ノ問題ニ関スル紛争
ヲ生シタルトキハ、締約国ニ於イテ、事情ノ許ス限、仲裁裁判ニ依頼セム
コトヲ希望ス。（傍点筆者）
本条項は、元々、ロシアにより義務的仲裁制度の提案としてなされた
が、ドイツの強力な反対により、「事情ノ許ス限」において仲裁裁判を利
用することを「希望」するにとどまって
(26)
いる。しかし、仲裁裁判に適した
紛争に関する諸国の理解を示している点で重要な規定である。ロシア提案
は、まず、仲裁の性格を居中調停との対比において明らかにしようとして
いる。すなわち、政治的な性格を有する居中調停は「極めて頻繁に諸国間
の平和を脅かすような利害の衝突」に適用可能であるのに対し、仲裁は
「国際的権利の衝突が存在する場合」に本質的かつ専ら制限されるとして、
法律問題を権利の衝突に限定して理解しているので
(27)
ある。そして、具体的
に仲裁裁判に適した紛争の例の１つとして損害賠償のための請求を挙げる
が、その理由として、損害賠償の事例は法律問題に関係し、概して国家の
名誉や死活的利益に関係することはないからであると述べて
(28)
いる。そし
て、以後の仲裁条約は、国際紛争平和的処理条約の規定に倣うかたちで締
結されていくことになるので
(29)
ある。
しかし、仲裁裁判に適さない紛争、すなわち国家の名誉や死活的利益に
(1933),p.27.
(26) Ibid.,p.29.
(27) J.B.Scott(ed.),The Reports to the Hague Conferences of 1899 and 1907 :
being the Official Explanatory and Interpretative Commentary Accompanying the
 
Draft Conventions and Declarations Submitted to the Conferences by the Several
 
Commissions Charged with Preparing Them together with the Texts of the Final
 
Acts, Conventions and Declarations as Signed, and of the Principal Proposals
 
Offered by the Delegations of the Various Powers as well as of Other Documents
 
Laid before the Commissions (1917),p.95.
(28) Ibid.,p.98.
(29) Lauterpacht,supra note(25),pp.29-31;西村「前掲論文」注（18）265-268
頁。
国際責任法における賠償概念の特質（萬歳) 73
関わる紛争とはいかなるものかについて国際法上明確な定義は存在せず、
時と場所に応じて変わりうる不確定概念であった。また、場合によって
は、法律的紛争と考えられる損害賠償の事例であったとしても国民感情が
高揚したりしてしまえば、裁判不可能な紛争に転換する可能性もあ
(30)
った。
この問題について政治的紛争理論の観点から取り組んだ山形英郎は、
「伝統的な政治的紛争理論は、国家の意思により、裁判拒絶の論理を提供
することを目的とするものであった」と
(31)
述べ、国家の安全保障といった重
大な利益に関わることを理由として裁判不可能性を示そうとする議論も
「裁判拒絶という国家の生の意思」を万人が納得するように用いられた法
的操作にすぎないと指摘して
(32)
いる。このように、外国人損害に対する責任
事例という一定類型の紛争を法律的紛争と性格づけ、戦争へと至る危険性
を避けようとしても、そもそも何が裁判可能な紛争なのかを紛争当事国の
主観的判断に最終的に委ねてしまう場合
(33)
には、結果として国際法の規範性
そのものの否定につながるような矛盾を孕むようになるといえ
(34)
よう。
(30) 田畑茂二郎「国際裁判に於ける政治的紛争の除外について―その現実的意味の
考察―」『法学論叢』第33巻５号（1935年）818-819頁。
(31) 山形「前掲論文」注（12）126頁。
(32) 同上、121頁。
(33) 公債の未払いを理由とする武力行使を禁止した「契約上ノ債務回収ノ為ニスル
兵力使用ノ制限ニ関スル条約」（1907年、ポーター条約）においても、債務国が仲
裁裁判を拒絶したり、仲裁裁判を遵守したりしなかった場合などには、武力の行使
が認められている。欧米諸国は外交的保護権を国際貿易や交流のための秩序や安全
を維持するものとみなしていたのに対し、公債の未払いがもとで生じた1902-1903
年のドイツ・イタリア・イギリスによるベネズエラへの軍事的介入などを例とし
て、ラテン・アメリカ諸国は強国が自己の意思を弱国に対して押し付けるための強
圧的手段とみなす感情を抱いていた。このような感情を背景として、ドラゴーが外
国人に対して主権者の負っている債務を回収するために武力を用いることはできな
いという主張を行った。ポーター条約は、こうしたラテン・アメリカ諸国の感情や
ドラゴー理論に依拠するかたちで締結されるに至ったのである。L. M. Drago,
“State Loans in Their Relation to International Policy”,A.J.I.L.,Vol.1,No.2
(1907),pp.725-726.
(34) 山形「前掲論文」注（12）139頁。なお、杉原によれば、平時の関係を中断し
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こうした矛盾が法理論として解消されるためには、戦争の違法化を待た
ねばならなかった。つまり、戦争遂行の自由に国際法の規律が及ぶことに
なった結果、国家の主観的な政治判断のみで紛争解決の方法・内容を決定
できなくなり、戦争や武力行使に関わる紛争も裁判可能な法律的紛争と観
念されることになったため、政治的紛争理論はその妥当する基盤を失うこ
とになったので
(35)
ある。
ここにおいて国家責任法上の賠償をめぐる紛争の位置づけも変わってく
る。戦争が合法であり、戦争遂行の自由が紛争当事国の主観的な政治判断
に委ねられていた時代には、外国人損害に対する責任事例という一定類型
の紛争が裁判に付託すべき紛争として観念されていた。これに対し、戦争
の違法化の後は、国際法に関わる紛争は全般的に法律的紛争と観念
(36)
され、
賠償をめぐる紛争もこの法律的紛争の１つとして位置づけられることにな
るのである。それゆえ、現代的な意味における賠償をめぐる紛争の特質を
探るためには、戦争の違法化の後の国際紛争の平和的解決義務の文脈にお
ける法律的紛争理論との関係で検討していく必要があるのである。
第二節 賠償の制度的基盤
賠償をめぐる紛争は、常設国際司法裁判所規程（1920年）第36条と後の
国際司法裁判所規程（1945年）第36条２項において法律的紛争の１つに位
置づけられている。これらの規定は、国際連盟規約（1919年）第13条に由
て戦時の関係に転換する国家の意思については国際法の規制が及ばないにしても、
前述の主権的自由説と権利救済手段説のいずれにおいても国際法の法的性格そのも
のに関しては問題とされていなかったとされる。杉原「前掲論文」注（19）111頁。
(35) 武力行使に関わる紛争の裁判可能性については、永田「前掲論文」注（11）
150頁。
(36) この点について、江藤淳一は「連盟規約第14条において『一切の紛争』で『当
事国の付託』するものにつき裁判の権限を認めている点から、政治的紛争を含むす
べての紛争が裁判の対象になると解される」と述べる。江藤淳一『国際法における
欠缺補充の法理』（有斐閣、2012年）140頁。
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来するものである。国際連盟規約は独立の条約ではなく、ヴェルサイユ条
約（1919年）をはじめとする講和諸条約の第１編をなしており、ヴェルサ
イユ体制全体のなかでその意味や内容を理解する必要がある。しかし後述
するように、同じヴェルサイユ体制のなかでもヴェルサイユ条約第８編
（賠償）と国際連盟規約第13条における賠償の意味には大きな違いが存在
する。現在の賠償概念の系譜を理解するためにも、両者における賠償の意
味の相違を確認し、国際紛争の解決における賠償の位置づけを明らかにし
ていくことにする。
(一）ヴェルサイユ条約の戦争責任条項
ヴェルサイユ条約第８編（賠償）第１款（一般規定）の冒頭の第231条
は、いわゆるドイツの戦争責任条項（Kriegsschuldklausel）と呼ばれ、「ヴ
ェルサイユ条約のなかで、賠償の争点は中核的な役割を果たした」と評価
されて
(37)
いる。
第231条
同盟国及連合国政府ハ独逸国及其ノ同盟国ノ攻撃（agression）ニ因リテ強
ヒラレタル戦争ノ結果其ノ政府及国民ノ被リタル一切ノ損失及損害ニ付テ
ハ責任ノ独逸国及其ノ同盟国ニ在ルコトヲ断定シ独逸国ハ之ヲ承認ス。
そして、第231条に続き、第232条はドイツの金銭による補償を規定した
うえで、要償種目を第１附属書において包括的に列挙して
(38)
いる。
これらの条項は、文言のうえでは、ドイツによる戦争遂行が国際法上違
法な侵略を構成し、当該侵略行為によって違法に引き起こされた損害に対
する金銭賠償義務を負うとするもので、従来の戦費回収のための償金のみ
(37) S.C.Neff,“Peace and Prosperity:Commercial Aspects of Peacemaking”,
R.Lesaffer(ed.),Peace Treaties and International Law in European History:
From the Late Middle Ages to World War One(2004),p.391.なお、ドイツの
戦争責任の問題全般については、M.Dreyer und O.Lembcke,Die deutsche Dis-
kussion um die Kriegsschuldfrage 1918/19 (1993）を参照。
(38) 山手治之「ヴェルサイユ条約の賠償・経済条項と混合仲裁裁判所」松井芳郎・
木棚照一・薬師寺公夫・山形英郎編『グローバル化する世界と法の課題―平和・人
権・経済を手がかりに―』（東信堂、2006年）541-542頁。
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を定めたものでは
(39)
ない。それゆえ、これらの規定を根拠に、第１次世界大
戦以前から侵略戦争を違法とする国際法が存在していたと主張する見解も
(40)
ある。しかし、こうした理解には、ドイツの戦争遂行を当時の国際法に照
らして違法な侵略と考えることができるのか否かという点と、要償種目の
対象が果たして違法に生ぜしめられた損害に対する賠償費目といえるのか
否かという点で問題があるといえる。
前者の問題について、第231条はドイツの道義的責任（responsabilite?
morale）と法的責任（responsabilite? juridique）の双方を含んでいると指摘
するのはダルジャンで
(41)
ある。第１次世界大戦前の実定国際法においては、
前述したように、主権的自由説だけでなく、権利救済手段説を採用して
も、国家が紛争を解決するために戦争に訴えることは違法とされていなか
った。しかしながら、当時の国際社会には、ドイツの行った戦争が十分に
理由のない不正なものであったとの確信（conviction）が存在し、第231条
はこの確信を反映することにな
(42)
った。他方で、ドイツは、たとえば、ベル
ギーへの中立侵犯やハーグ陸戦法規などの戦時国際法の違反を通じて違法
行為を行ったことも確かであ
(43)
った。それゆえ、ダルジャンは、「その意味
において、第231条は、ドイツに対する道義的判断（jugement moral）と
法的主張（pre?tention jurdique）を同時に示しているのである」と述べ、ド
イツの責任の二重性を指摘するので
(44)
ある。
確かに第１附属書に挙げられている要償種目のうち、普通人民の傷害・
残忍行為・健康や名誉等に対する侵害・捕虜の虐待・正当な報酬を伴わな
い強制労働・財産の差押・強制徴収などの損害（第１～４項、第８～10項）
は、ドイツの違法な戦争手段により連合国およびその国民に対して発生し
(39) 杉原「前掲論文」注（19）103頁。
(40) H.Kelsen,Principles of International Law (1952),pp.38-39.
(41) d’Argent,supra note(10),pp.72-73.
(42) Ibid.,p.79.
(43) Ibid.,p.81.
(44) Ibid.,p.80.
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た損害である。しかし、その他の要償種目として規定されている疾病等を
理由とする連合国国民や軍人に対する恩給・捕虜とその家族等に対する扶
助費・被動員者や軍務に服した者とその家族等に対する給与手当（第５
～７項）などは、違法な戦争手段だけでなく、適法な戦争手段による損害
や犠牲も含んでいるため、法的責任というより条約規定によって特別に設
けられたものとなって
(45)
いる。こうした要償種目・原因の特徴を踏まえて、
入江は次のように結論づ
(46)
ける。
「ドイツ戦争賠償責任条項は、恐らくは道義的な意味に解すべきであって、
凡そ戦争に基づく損失、損害賠償責任は、挙げて当初の攻撃国（及びその
同盟国）に帰するということは、法的な賠償責任概念を逸脱するものであ
る。」
入江も、第１附属書第１～４項や第８～10項の規定は法的責任にもとづ
くものであると認めているので、上記の言明の趣旨は、ダルジャンと同
様、ヴェルサイユ条約の戦争責任条項は、純粋な法的責任だけでは捉えき
れない点にその特徴があると評価しているといえよう。
しかし、このように第231条の特徴が道義的責任と法的責任の二重性に
あるとした場合、ドイツの戦争責任は違法行為にもとづき当然に発生した
ものとはいえず、ドイツの責任の根拠があらためて問われなければならな
い。この点については、ヴェルサイユ条約によって創設された特別な責任
を「承認］したというドイツの同意に責任の根拠があると解するのが適切
であると考
(47)
える。
(二）国際連盟規約第13条と常設国際司法裁判所規程第36条
国際義務の違反に対する賠償をめぐる紛争は、国際連盟規約第13条にお
いて、次のように仲裁や司法的解決に付しうる紛争の１つとして挙げられ
ている。
第13条
(45) 詳細については、山手「前掲論文」注（38）542-543頁。
(46) 入江『前掲書』注（13）28頁。
(47) 杉原「前掲論文」注（19）104頁。
早法88巻２号（2013）78
１．聯盟国ハ、聯盟国間ニ仲裁裁判又ハ司法的解決ニ付シ得ト認ムル紛争
ヲ生シ、其ノ紛争カ外交手段ニ依リテ満足ナル解決ヲ得ルコト能ハサルト
キハ、当該事件全部ヲ仲裁裁判又ハ司法的解決ニ付スヘキコトヲ約ス。
２．条約ノ解釈、国際法上ノ問題、国際義務ノ違反ト為ルヘキ事実ノ存否
並該違反ニ対スル賠償ノ範囲及性質ニ関スル紛争ハ、一般ニ仲裁裁判又ハ
司法的解決ニ付シ得ル事項ニ属スルモノナルコトヲ声明ス。
連盟規約第13条は、国際紛争平和的処理条約の第16条（1899年）と第38
条（1907年）に由来するものである。しかし、国際紛争平和的処理条約に
おいては裁判可能な紛争を特定するにあたり「法律問題」の語を有してい
たが、連盟規約には法律問題の語はみられない。その代わり、国際紛争平
和的処理条約では法律問題の具体的事項は条約の解釈・適用しか挙げられ
ていなかったのに対し、連盟規約では条約の解釈の他に、国際法上の問
題、国際義務違反の認定、そして賠償の範囲と性質を挿入することにより
仲裁や司法的解決に適した主題を明確にしようとして
(48)
いる。
国際連盟は、紛争の予防と解決のために、軍縮環境の整備、仲裁裁判を
はじめとする紛争解決枠組の整備、国際法の整備の３つを柱にしていた。
そして、国際裁判制度は国際法の発展の程度に依拠するので、紛争の裁判
可能性と国際法全体の発展状況は密接に関連することに
(49)
なる。このような
なかで、国際義務違反の認定や賠償の範囲と性質の問題が、外国人待遇義
務だけでなく、国際法全般との関係で仲裁や司法的解決に適した紛争と位
置づけられたことは、本章第一節で検討した第１次世界大戦以前の法状況
と比較してみても注目に値する発展といえよう。この点は、連盟規約第13
条の起草過程を検討してみても確認することができる。同規定の起草は、
次のフィリモア・プランの第３条にはじ
(50)
まる。
(48) Lauterpacht,supra note(25),p.32.
(49) 当時の国際法と司法制度の関係性をめぐる議論については、篠原初枝『戦争の
法から平和の法へ―戦間期のアメリカ国際法学者―』（東京大学出版会、2003年）
71-75頁。なお、篠原初枝『国際連盟―世界平和への夢と挫折―』（中央公論新社、
2010年）116-117頁。
(50) D.H.Miller,The Drafting of the Covenant,Vol.2(1928),p.4.
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「この後、同盟国間に、条約の解釈、国際法上の問題、認定されれば国際義
務の違反となるような事実の存在、国際義務の違反に対する賠償の性質お
よび範囲に関する紛争が発生した場合、当該紛争が交渉によって解決しえ
ないときは、同盟国は仲裁を、紛争を処理する最有効であり同時に最公平
な手段であると認める。」
このフィリモア・プランの定式が、後のスマッツ・プランやウィルソン
大統領の
(51)
草案に採用されていくことに
(52)
なる。なかでもスマッツ・プランで
は、「裁判可能な紛争とは、法的・司法的取り扱いの可能な事実問題や法
律問題に関わる紛争である」と定義され、法律上の問題としては条約の解
釈やその他の国際法の問題、そして事実問題としては国境の状況や法の違
反によって被った損害の額が例として挙げられている。同プランでは、裁
判可能な紛争の明確化は、戦争の脅威を摘み取るのに役立つとされ、当時
の仲裁裁判による国際紛争の解決の動向を積極的に評価し、裁判可能な事
例を仲裁裁判所の決定に付託することは共通の国際慣行になっているとま
で述べられている。このように、スマッツ・プランは、19世紀以降の仲裁
裁判の実行を念頭に入れているが、そこで問題とされる法は、外国人待遇
義務に限定されず、国際法全般に及んでおり、賠償の問題も「法のあらゆ
る違反」（any breach of the law）をその範囲に含んでいるので
(53)
ある。
以上の検討から、連盟規約では、国際紛争平和的処理条約と比べて法律
問題の語が省かれていたとしても、連盟規約第13条２項にいう賠償は、裁
判可能な紛争と関連づけて理解されていることから、道義的責任と法的責
任の二重性を有していたヴェルサイユ条約の賠償とは異なる概念というこ
とができる。
連盟規約第13条の流れを受けるかたちで、常設国際司法裁判所規程第36
(51) ウィルソン大統領の案のうち、第一案には、連盟規約第13条に該当する条項は
存在しない。第二案については、Ibid., pp. 74-79.第三案については、Ibid., pp.
100-101.
(52) Lauterpacht,supra note(25),p.33.
(53) Miller,supra note(50),p.56.
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条も、下記のように賠償の性質や範囲に関わる紛争を法律的紛争の１つと
位置づけている。
第36条
……国際連盟ノ連盟国及連盟規約附属書所載ノ諸国ハ左ニ関スル法律的紛
争ノ全種類又ハ各種類ニ付裁判所ノ管轄ヲ同一ノ義務ヲ受諾スル他ノ連盟
国又ハ国ニ対スル関係ニ於テ当然ニ且特別ノ合意ナクシテ義務的ナリト認
ムルコトヲ本規程ノ添附セラルル議定書ノ調印若ハ批准ノ時又ハ其ノ後ニ
於テ宣言スルコトヲ得
(イ）条約ノ解釈
(ロ）国際法上ノ問題
(ハ）国際義務ノ違反ト為ルヘキ事実ノ存否
(ニ）国際義務ノ違反ニ対スル賠償ノ性質又ハ範囲
裁判所規程においては、連盟規約では存在しなかった法律的紛争の語が
採用され、裁判可能な紛争として挙げられている４つの事項の法的性格が
より明確にされている。そして、ここでいう法律的紛争について、国際紛
争平和的処理に関する一般議定書（1928年、1949年改正）第17条は「すべ
ての紛争でこれに関し当事国が互いに権利を争うもの」と性格規定し、こ
の紛争は「特に常設国際司法裁判所規程第36条記載の紛争を含むものとす
る」と明記することで、前記の４つの事項を「権利を争う」紛争の類型の
なかに位置づけているので
(54)
ある。
このように、条約上、裁判管轄の対象となる紛争は法律的紛争と性格規
定されることになったが、このことは、裁判所の管轄権に固有の限界を設
け、政治的紛争を裁判所の管轄対象から除外する趣旨であるのか否かが再
び問題とされることになった。この点は本稿の主題ではないが、永田高英
は「紛争の裁判可能性の判断は、相手国との間で生じた紛争について、当
事国が国際法上根拠のある請求原因をどれだけ確定し立証できるかという
点にかかっているのであって、裁判の場をはなれたところでの、当該紛争
のもつ『本来的な』性質に依存するものではない」と述
(55)
べる。つまり、司
(54) 横田喜三郎『国際裁判の本質』（岩波書店、1941年）290頁。
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法的解決に委ねられる紛争は、予め性質決定される紛争の政治的・法的性
格によって決まるのではなく、紛争のいかなる断面を法律論として構成す
るかにかかってくることになるのである。その意味で、ローターパクト
は、裁判所規程に列挙されている４つの事項は、限定的なものではなく、
国際法の発展によって変わりうる例示列挙と考える方が適切であるとも述
べて
(56)
いる。
本稿は、裁判所規程第36条における賠償の意義に注目するものである
が、この点に関する起草過程は明確ではない。しかし、第36条の列挙は、
連盟規約第13条に由来することからも、国際義務違反の認定や国際義務違
反に対する賠償の性質と範囲のような責任事例に関する裁判所の管轄権の
対象は、文言上も「国際義務」とされており、特定の分野に限定されてい
るわけではない。それゆえ、西村が述べるように「PCIJ……のもとでは、
強制管轄が及ぶか否かは別として、国際法の規律が及ぶあらゆる問題は裁
判対象と想定されているのであって、第１次世界大戦前のように私人の利
益に関する賠償問題がとくに第三者による判断になじむと考えられている
わけではない」と評価することができ
(57)
よう。
では、歴史的にはその適用範囲が限定されていた賠償から、国際法全般
にまでその範囲を拡大することになった賠償の意義をどのように捉えるべ
きなのであろうか。この点を明らかにするためにも、次章では裁判所にお
ける実際の賠償の適用事例の検討を行っていきたいと思う。
第二章 国際裁判における賠償認定
国際法上の賠償は、裁判可能な法律的紛争として、前記の諸条約や常設
国際司法裁判所規程（後の国際司法裁判所規程）に制度的基盤を置きつつ発
(55) 永田「前掲論文」注（11）149頁。また、山形「前掲論文」注（12）136頁。
(56) Lauterpacht,supra note(25),p.35.
(57) 西村「前掲論文」注（18）273頁。
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展してきた。このような制度的基盤を背景に、国際裁判の場において賠償
の認定が行われ、賠償概念の内容が充実していくことになった。本章で
は、国際判例を素材として、賠償の認定の際の考慮要因を明らかにしてい
きたいと思う。
第一節 賠償義務の基本的性格
ホルジョウ工場事件（賠償・管轄権、1927年）は、前記の常設国際司法
裁判所規程第36条の解釈を真正面から行った点で注目に値する。本件で
は、条約中の裁判条項の対象紛争として、条約の解釈や適用に関する紛争
のみが挙げられている場合でも、賠償に関する紛争を裁判所の管轄対象と
することができるか否かが争われた。
ヴェルサイユ条約にもとづく住民投票により、上部シレジア地方の一部
はドイツからポーランドに割譲されることになった。当該割譲に伴う法律
関係を処理するためにジュネーブ条約（1922年５月）が両国間で締結され
たが、同条約は、一定の場合を除き、ポーランドは割譲された上部シレジ
ア地域にあるドイツ人の支配する会社の財産等を収用することはできない
と規定していた。しかし、ポーランドは、条約締結以前から存在していた
自国の国内法（1920年）にもとづき、1922年７月にホルジョウ工場を収用
する措置をとった。このポーランドによる収用措置の条約違反はすでに、
上部シレジア事件（本案、1926年）で確認されて
(58)
いる。
ホルジョウ工場事件は、この上部シレジア事件の違法性認定を前提とし
た賠償請求に関する事件である。本件の管轄権の基礎は次に掲げるジュネ
ーブ条約第23条１項で
(59)
ある。
(58) 上部シレジア事件の違法性認定については、拙稿「国家責任の認定過程におけ
る国内法の機能と役割―外交的保護に関する紛争を素材として―」『早稲田大学大
学院法研論集』第94号（2000年）183-186頁。
(59) P.C.I.J. Series A,No.9,p.12.
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第23条
１．第６条から第22条の解釈及び適用から生じる意見の対立が、ドイツ政
府とポーランド政府間に発生した場合、当該意見の対立は常設国際司法裁
判所の決定に付託される。
このように、第23条１項には賠償の文言がないため、ポーランドは、裁
判所に付託されるべき「意見の対立」はあくまで「第６条から第22条の解
釈及び適用」に関する紛争に限定され、条約違反にもとづく賠償に関する
紛争は裁判所の管轄対象に含まれないとの抗弁を行
(60)
った。これに対し、裁
判所は、条約規定の解釈・適用に関する紛争には条約違反の状況を生み出
した作為・不作為に関する紛争も含まれるとし、下記のように述べて
(61)
いる。
「約定の違反（violation d’un engagement;breach of an engagement）が適
切な形態で賠償を行う義務を伴うことは国際法の原則である。それゆえ、
賠償は条約の不適用の不可欠の補完であり、条約それ自体のなかで賠償に
言及されている必要はない。その結果、条約の不適用を理由として行われ
るべき賠償に関する紛争は、条約の適用に関する紛争なのである。」
条約規定の解釈・適用に関する紛争と賠償に関する紛争との関係性が問
題となった原因は、前述の国際連盟規約第13条２項とそれを踏襲した常設
国際司法裁判所規程第36条の規定ぶりにある。というのも、とくに後者
は、条約の解釈と賠償に関する紛争を別々に規定しており、この２つの紛
争類型は別個のものと解しうる余地があるからである。この点について、
裁判所は、ジュネーブ条約第23条１項の裁判条項にもとづいて、すでに上
部シレジア事件で条約違反の認定を行っている点に注目する。すなわち、
条約違反の認定は、裁判所規程第36条（ハ）の国際義務の違反となるべき
事実の存否に関わる紛争であり、上部シレジア事件ではすでに同（イ）の
条約の解釈と同（ハ）の国際義務の違反の認定の関係性が認められてい
た。この条約違反の認定は、疑いなく、同（ニ）の当該違反に対する賠償
(60) Ibid.,p.20
(61) Ibid.,p.21.
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の性質や範囲に関する紛争よりも重要な管轄権を構成するため、上部シレ
ジア事件でより重要な同（イ）と同（ハ）の関係性が認められているので
あれば、それより重要度の劣る同（イ）と同（ニ）の関係性が認められな
いのは理解しがたいとの論理を示すので
(62)
ある。
さらに、裁判所はジュネーブ条約第23条１項を解釈するにあたって、連
盟規約や裁判所規程の解釈だけでなく、裁判条項の機能にも注目する。第
23条１項が想定する救済には、条約の条項の遵守、条約上の法益の尊重の
確保、影響を受けた条約上の権利の再建などが含まれるとし、この救済の
目的に照らせば、条約規定の違反に対して行われるべき賠償も救済手段の
一翼を担うものと位置づけられるとするので
(63)
ある。この点に関する裁判所
の見解は、裁判条項の機能との関係とはいえ、賠償を救済の目的と関連づ
けて論じている点で、後の国家責任法の機能論につながりうる議論の萌芽
と評価することもできよう。
以上検討してきたように、本件で示された賠償に関する裁判所の見解は
管轄権との関係で述べられたものである。しかし、本件に特有の事情を超
えて、裁判所の言明には一般化しうる重要な論理が含まれている。まず本
件では、理論上、賠償義務は「約定の
(64)
違反」全般を根拠として自動的・必
(62) Ibid., p. 23.この点の判断は、本件を先例としながら、後のラグラン事件にお
いても、「裁判所は、ドイツによって申し立てられた条約違反に対する適切な救済
に関する紛争は、条約の解釈または適用から生じ、それゆえ裁判所の管轄権内にあ
る紛争であると考える」と判示されており、条約の解釈・適用に関する紛争と賠償
に関する紛争の密接な関係性が認められている。I.C.J.Reports 2001,p.485,para.
48.
(63) P.C.I.J. Series A,No.9,pp.24-25.
(64) 本件の判事でもあったアンチロッチのテキストにおいては、ここでいう裁判所
の論理は国際義務全般の違反に対する責任との関係で論じられている。D. An-
zilotti (traduit par G.Gidel),Cours de droit international, Premier volume:
Introduction -The?ories ge?ne?rales(1929),p.467;D.Anzilotti(u?bertragen von C.
Bruns und K. Schmid), Lehrbuch des Vo?lkerrechts, Band 1: Einfu?hrung -
Allgemeine Lehren (1929),p.361;デイ・アンチロッチ（一又正雄訳）『国際法の
基礎理論』（酒井書店、復刻限定版、1971年）492頁。また、杉原は、「約定の違反」
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然的に発生するものとの理解が示されている。これは、条約規定の解釈・
適用には不適用の問題も含まれるので、条約規定の不適用によって自動
的・必然的に発生する賠償の問題も条約規定の解釈・適用の問題になると
の論理にもとづくものである。次に、このような立場が制度上も成立しう
るかどうかを判断するために、連盟規約や裁判所規程の解釈を通じて、賠
償に関する紛争の管轄権は、広く条約の解釈や違反の認定との関係で認め
られうるとの立場が示されることにな
(65)
った。したがって、連盟規約や裁判
所規程で用いられている賠償概念は、ヴェルサイユ条約のように創設され
た道義的・法的な二重の責任の承認・同意にもとづく賠償責任とは異なる
ものと解すことができるであろう。上述のホルジョウ工場事件の言明は、
その後の判決において頻繁に引用されており、今日では、賠償概念の現代
的意義を考察する際の出発点になっているので
(66)
ある。
第二節 原状回復の原則性
国際法における賠償の基本形態は、伝統的に、原状回復（restitution）、
金銭賠償（compensation）、そして満足（satisfaction）の三種類と捉えら
れて
(67)
きた。しかし、いずれの形態が賠償の原則的形態であるのかについて
は、論者によって議論が分かれてい
(68)
るが、常設国際司法裁判所のホルジョ
の部分を「義務の違反」と訳しており、国際義務全般を包含する問題意識がより強
く示されている。杉原高嶺『国際法学講義』（有斐閣、2008年）527頁。
(65) 横田喜三郎『国際判例研究Ｉ』（有斐閣、1933年）78頁。
(66) ホルジョウ工場事件を敷衍した後の判例としては、たとえば、ガブチコボ・ナ
ジュマロス事件などがある。I.C.J. Reports 1997,p.81,para.152.
(67) 水垣進『国際法に於ける国家責任論』（有斐閣、1938年）193-194頁。
(68) たとえば、学説上、トリーペルは、責任の帰結を賠償（Reparation）と満足
（Genugthunung）に分け、前者の根拠を過失に、後者の根拠を国家の排他的な権
力領域の中で必要な保護を与えられなかったという事実に求め、それぞれの帰結の
根拠の相違に注目するものの、賠償と満足のいずれが原則的形態であるかについて
は触れていない。H.Triepel,Vo?lkerrecht und Landesrecht (1899), pp.334-336.
これに対し、アンチロッチは、責任の帰結として、賠償（広義）には満足と賠償
（狭義）があり、後者はさらに原状回復と金銭賠償に分かれるとしながら、国家間
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ウ工場事件（賠償・本案、1928年）の判決以来、学説上原状回復の原則性
が強調されるようになった。
(一）原状回復と金銭賠償の関係性
ホルジョウ工場事件の本案では、上述の1927年の判決により認容された
管轄権にもとづき、ドイツがポーランドに対して行った金銭賠償の額と方
法が問題となって
(69)
いる。本件は、原状回復の原則性を強調した判決として
多くの文献で引用されているが、原状回復の原則性は金銭賠償との関係で
言及されたものであることに注意しなければならない。
裁判所は、ホルジョウ工場の違法な収用を通じて発生した損害に対する
金銭賠償の範囲を確定するにあたって、⑴賠償義務の存在、⑵償金額の算
定の基礎として役立つべき損害の存在、⑶当該損害の範囲の３点が基本的
な論点として設定されると述
(70)
べる。すでに上部シレジア事件とホルジョウ
工場事件の管轄権段階において、⑴は条約違反による賠償義務の存在が確
認されており、本件ではあらためて判断する必要はない。⑵については、
ホルジョウ工場を所有・経営するバワリア会社と上部シレジア会社がヴェ
ルサイユ条約上の保護の対象たる地位を有することを確認したうえで、両
会社に損害が発生していることを認定して
(71)
いる。こうした２点を踏まえ、
裁判所は⑶の論点を取り扱うかたちで金銭賠償の範囲の問題の検討に移る
のである。
裁判所は、まず本件で問題となった収用は違法行為である点に注目し、
不法占有の時点で企業が有していた価格と支払日までの利子に限定するこ
とは、合法な収用と違法な収用を適切に区別しない不当な決定になること
の関係においては国家の名誉や威厳といった経済的内容をもたない利益が物質上の
利益に優先することを指摘し、満足の方が原則的形態であるとの認識を示してい
る。Anzilotti,supra note(64),Gidel,p.523;Bruns und Schmid,p.409;一又訳、
552-553頁。
(69) P.C.I.J. Series A,No.17,p.25.
(70) Ibid.,p.29.
(71) Ibid.,pp.31-46.
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を指摘し、裁判所は、下記のように、金銭賠償額の基準に関する指導的原
則を判示
(72)
した。
「違法行為の現実の観念に含まれる本質的原則―国際的実行、とくに仲裁裁
判所の判決において確立しているように思われる原則―とは、賠償はでき
る限り、違法行為のあらゆる結果を除去し、当該行為が行われていなかっ
たら、恐らく存在したであろう状況を再建しなければならないということ
である。原状回復（restitution in kind）、あるいはこれが不可能であれば、
原状回復が生みだす価値に相当する額の支払、並びに必要であれば、原状
回復やそれに代わる支払によって償われない損失に対する損害賠償の裁定
―こうしたことが、国際法に反する行為に対して支払われるべき金銭賠償
額を決定するのに役立つ原則なのである。」
本件で明示に言及されている原状回復（restitution in kind）とは、違
法に収用されたホルジョウ工場およびその事業の回復を指し、違法行為の
発生以前に存在していた状況の再建を意味するにとどまる。また、裁判所
は、ホルジョウ工場とその事業の回復という原状回復が原則であるが、こ
れが不可能な場合、賠償金の支払い時における原状回復の価値に相当する
金額の支払が行われるべきとする論理を採用して
(73)
いる。これは、原状回復
を金銭賠償と並ぶ賠償の一形態として選択的な地位にあるとする一方で、
原状回復を賠償の第一義的な原則的形態として金銭賠償の範囲の決定基準
にもなりうるとするものである。しかし、ここでいう原状回復は、逸失利
益等を含まない限定的なものである点には注意が必要である。
そこで、原状回復を広狭二義に分け、本件で問題となった上記のような
措置を狭義の原状回復と理解するのに対し、賠償義務全体の範囲を示す違
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広義の原状回復とするこ
(74)
とで、賠償の諸形態のなかでも原状回復の重要性
や原則性を強調する見解も
(75)
ある。しかし、原状回復が賠償義務全体の外縁
(72) Ibid.,pp.46-47.
（73) Ibid.,pp.47-48.
（74) Yearbook of the International Law Commission, 2001,Vol.2,Part 2,p.
91,para.2(Article31),pp.96-97,paras.1-3(Article35).
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と同一であるかどうかは、本件のみで結論を出すのは尚早であるといえよ
う。
(二）原状回復と満足の関係性
ホルジョウ工場事件では、原状回復は金銭賠償との関係で問題となった
が、満足との関係ではどうであろうか。この点について、国際司法裁判所
の逮捕状事件（2002年）を検討していくことにしよう。
逮捕状事件は、ベルギーが自国の国内法（国際人道法の重大な違反の処罰
に関する法律）にもとづき、イエロディアが官房長であった1998年に行っ
た演説（反政府勢力のツチ系住民の殺害を公然と奨励した）が国際人道法の
重大な違反にあたるとして、2000年にコンゴ民主共和国の当時現職の外務
大臣であったイエロディアに対して逮捕状を発付し、国際刑事警察機構を
通じて他国にも送付したことが、彼の享有する刑事管轄権からの免除を違
法に侵害したか否かが争われた事件である。
裁判所は、外務大臣の刑事管轄権からの免除を規定する条約は存在しな
いが、慣習国際法上「外務大臣は在任中の全期間にわたって、刑事管轄権
からの完全な免除と不可侵を外国において享有する」と述べ、ベルギーの
イエロディアに対する逮捕状の発付および送付は彼の免除を違法に侵害し
たと判示
(76)
した。そして、当該侵害行為はベルギーの国際責任を伴うもので
あるが、この裁判所による違法性の認定は、「コンゴの申し立てていた精
神的被害（moral injury）を償うであろう満足の一形態を構成する」と
(75) D. Shelton, “Righting Wrongs: Reparations in the Articles on State
 
Responsibility”,A.J.I.L.,Vol.96,No.4(2002),p.849.国際法学会編『国際法辞
典』（鹿島出版会、1975年）166頁（「原状回復」の項、石本泰雄担当）と国際法学
会編『国際関係法辞典』（三省堂、1995年）212頁（「原状回復」の項、波多野里望
担当）は原状回復を広義の意味で捉え、他の賠償の形態と比較して最も基本的な形
態とする。これに対し、国際法学会編『国際関係法辞典〔第２版〕』（三省堂、2005
年）220頁（「原状回復」の項、大森正仁担当）は、後述の国家責任条文の用語法に
倣って、狭義の意味を採用している。
(76) I.C.J. Reports 2002,p.22,para.54.
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(77)
した。しかし、裁判所はホルジョウ工場事件の本案判決の前述の引用箇所
に依拠しながら、本件ではイエロディアが外務大臣を辞したとしても、逮
捕状は依然として存在しており違法なままであるので「（違法行為が）行わ
れていなかったら、恐らく存在したであろう状況（括弧内ママ）」はベルギ
ーの違法性認定によっても再建されえない。したがって、ベルギーは自ら
の選ぶ手段で逮捕状を破棄し、そのことについて逮捕状を送付した当局に
知らせなければならない、と結論するので
(78)
ある。
裁判所は、ホルジョウ工場事件の本案判決に依拠しつつ、逮捕状の破棄
とその通知をベルギーに命じたものの、これが賠償のいずれの形態に該当
する措置であるのかについては直接言及していない。この点について、逮
捕状の違法性はイエロディアの地位と結びついていたためイエロディアが
外務大臣を辞めた後は、現実的に原状回復は不可能であるので、この措置
を満足の一種と解さざるをえないとして裁判所の判断を批判的に捉える学
説も
(79)
ある。これに対し、グレイのように、本件の逮捕状の破棄とその通知
を原状回復の措置と捉える学説も存在する。ホルジョウ工場事件の本案判
決で判示され、本件でも引用されている「（違法行為が）行われていなかっ
たら、恐らく存在したであろう状況を再建」することは、前述のように、
広義の原状回復を意味すると考える学説もある。それゆえ、グレイは、コ
ンゴの外務大臣への違法な逮捕状が残っている事実の除去に注目している
こともあり、裁判所がベルギーに命じた逮捕状の破棄とその通知を原状回
復に関わる措置と捉えていると評価で
(80)
きる。
このような学説の対立はあるものの、本件における裁判所の判断から
(77) Ibid.,p.31,para.75.
(78) Ibid.,pp.31-32,para.76.
(79) 松井芳郎編集代表『判例国際法〔第２版〕』（東信堂、2006年）388頁（「逮捕状
事件」の項、水島朋則担当）。
（80）J.Crawford,A.Pellet and S.Olleson(eds.),The Law of State Responsibility
（2010）,p.592（Chapter42.1:The Different Forms of Reparation:Restitution
 
by C.Gray).
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「（違法行為が）行われていなかったら、恐らく存在したであろう状況を再
建」することが賠償義務全体の外縁を決定する基準として考えられてお
り、この基準は金銭賠償だけでなく満足との関係でも問題になることが明
確になったといえる。しかし、本件からも「（違法行為が）行われていなか
ったら、恐らく存在したであろう状況を再建」することという基準が広義
の原状回復を意味するか否かは不明確であり、原状回復と満足との関係性
を確定することはでき
(81)
ない。このように、狭義の原状回復が金銭賠償との
関係で優先性を有すること以外については、原状回復の原則性という場
合、裁判例と講学上の用語法には一定の相違がみられる点には注意が必要
である。
第三節 賠償の基本形態と機能
国際法における賠償の機能を明らかにするためには、原状回復・金銭賠
償・満足という賠償の形態毎の機能を検討していく必要がある。
(一）原状回復
ホルジョウ工場事件の本案判決は責任解除の方法として原状回復の原則
性を強調していると解し、裁判所が国家責任法における合法性回復機能を
認めたとする学説も存在
(82)
する。しかし、本件では、ポーランドによるホル
ジョウ工場の収用にもとづきドイツ私人の被った物理的損害に対する金銭
賠償が問題となっていたのであり、こうした事情にもとづいて判断された
裁判所の言明から現代的な問題意識の下で賠償の機能を一般的に導き出そ
うとする際には慎重な態度が必要であろう。
ただし、ホルジョウ工場事件において、賠償の機能に関する認識を裁判
（81）確かにコンゴは本件で、逮捕状の撤回と破棄は、要求される法的賠償・原状回
復（狭義）の措置そのものを構成すると主張していた。I.C.J. Reports 2002, p.
31,para. 73.しかし、裁判所自身は、この措置が賠償のいずれの形態に該当する
かは明示していない。
(82) この点の議論について、兼原敦子「国家責任法における『一般利益』概念適用
の限界」『国際法外交雑誌』第94巻４号（1995年）９頁。
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所が全くもっていなかったわけではない。本章第一節で検討した通り、管
轄権判決の段階では、条約の遵守、条約上の法益の尊重の確保、影響を受
けた条約上の権利の再建という裁判条項の機能との関係で、賠償の機能が
議論されていた。また、本案判決の段階では、狭義のものであったとして
も原状回復の原則性が本件においてあてはまる理由として、ジュネーブ条
約の目的が現状（status quo）の尊重を基礎とした上部シレジアの経済生活
の維持にあることが指摘されて
(83)
いる。この点を踏まえて、ブラウンリー
は、原状回復を本件における「当然の救済」とまで評価して
(84)
いる。このよ
うな裁判所の見解は、裁判条項や第一次的規則の性格も賠償の形態に関係
しうるという点で注目に値する。
ホルジョウ工場事件のほかに、賠償の形態のなかでも原状回復の機能と
の関係で注目に値する判断を行っている事例としては、イタリアとベネズ
エラ間のマルチーニ事件仲裁判決（1930年）がある。
本件はイタリアのマルチーニ社がベネズエラ政府と石炭採掘に関するコ
ンセッション協定を結んだ際、内戦により事業が失敗したことを理由に、
同社が1903年の議定書にもとづくイタリア＝ベネズエラ混合委員会に請求
を提起し、同委員会がこの請求を認めてベネズエラ政府に金銭賠償の支払
を命じたことに端を発した事件である。これに対し、ベネズエラ政府は、
逆に、同国の連邦破棄裁判所にマルチーニ社の契約不履行を訴え、同裁判
所はこの訴えを認めてマルチーニ社に金銭賠償の支払を命じた。イタリア
政府はこのことを不服として、問題が交渉によっても解決しないため、紛
争を仲裁裁判で解決することに
(85)
した。この点について仲裁裁判所は、連邦
破棄裁判所のマルチーニ社に契約不履行の責任ありとする判決は明白な不
(83) P.C.I.J. Series A,No.17,p.47.
(84) I. Brownlie, System of the Law of Nations: State Responsibility Part I
(1983),p.222.
(85) Reports of International Arbitral Awards (hereinafter,R.I.A.A.),Vol.2,
pp.978-982.
早法88巻２号（2013）92
正義にあたり、マルチーニ社の金銭賠償の支払義務を取り消すべきである
とする判決を下した。本件で注目すべきは、連邦破棄裁判所による支払命
令はまだ履行されておらず、具体的な損害は何も発生していなかったとい
う点である。こうした事情があるにもかかわらず仲裁裁判所は、マルチー
ニ社の金銭賠償の支払義務は「賠償として取り消されなければならない。
その取消を宣告するにあたって、仲裁裁判所は違法行為が行われたことを
強調し、当該違法行為の結果は除去されなければならないという原則を適
用する」と述べ、賠償義務は違法行為の存在のみで発生するとの見解を示
して
(86)
いる。それゆえ、本件において適切な救済の方法とみなされたマルチ
ーニ社の金銭賠償の支払義務の取消は違法行為の結果の除去を目的とし、
国際義務の違反を終了させる効果をもつ原状回復の形態として考えられる
ので
(87)
ある。
このように、ホルジョウ工場事件のように私人の財産権等に対する物理
的損害との関係で問題となる物理的原状回復（material restitution）とは
異なり、マルチーニ事件のように国内判決の破棄等が問題となる、いわゆ
る法的原状回復（judicial restitution）は被害国との関係限りであれ、加害
国内の法状況の変更・修正を求める点でより強く合法状態への回帰が認識
されているといえ、本件において裁判所は、合法性の回復機能を内包した
責任解除の方法を指示したとする見解も
(88)
ある。確かに、本件自体はイタリ
アとマルチーニ社の具体的な損害は問題とされておらず、損害の塡補その
ものを主たる目的としていたとは考えにくい。このことからも、とくに法
的原状回復に関しては必ずしも具体的な損害の発生を必要と
(89)
せず、その場
(86) Ibid.,p.1002.
(87) A.Tanzi,“Is Damage a Distinct Condition for the Existence of an Interna-
tionally Wrongful Act?”,in M.Spinedi and B.Simma (eds.),United Nations
 
Codification of State Responsibility(1987),p.23.
(88) Yearbook of the International Law Commission,1993,Vol.2,Part2,pp.63
-65,paras.6-9.
(89) 水垣も、原状回復は、主として物理的損害に関係するとしつつ、国際義務に反
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合は、損害の塡補という事後救済よりも、タンツィが指摘するように、将
来的な保障につながる合法性の回復が一層強く意識されていると解するこ
とができるであ
(90)
ろう。
(二）金銭賠償
ホルジョウ工場事件において、裁判所は、適切な賠償の形態が金銭賠償
にある場合、金銭賠償を命ずる管轄権は当然に金額だけでなく、支払方法
の決定までも含むとの立場をとって
(91)
いる。しかし、このような原則論は原
則論として、本件では金銭賠償額と支払方法は判示されなかった。という
のも、当事国の提出した証拠やデータは、賠償額の評価にとって不十分と
判断され、裁判所規程第50条にもとづく専門家による調査・鑑定が必要と
判断されたからで
(92)
ある。このように金銭賠償の場合、適切な賠償額と支払
方法を決定するための当事国の立証責任のレベルは相当高く、詳細な算定
額のデータの提出を求められるのである。
コルフ海峡事件においても、ホルジョウ工場事件と同様に、金銭賠償の
額と支払方法に関して相当に高いレベルの立証責任が求められている。コ
ルフ海峡事件では、アルバニアの国際義務違反によって発生した軍艦に対
する損害と人的損失につき、同国は責任を負い、金銭賠償の義務があると
判示さ
(93)
れた。そして、イギリスは総額87万５千ポンドの損害を被ったと判
決するよう求めたが、これに対しアルバニアは金銭賠償額の決定に関する
裁判所の管轄権を否定する抗弁を提起
(94)
した。
裁判所は、管轄権の問題を検討するにあたり、まず元々本件紛争は1947
年の安保理決議によって即時の付託を勧告されたことにはじまり、同決議
する国内法などを通じて発生する損害が非物理的なものであっても問題となりうる
と述べる。水垣『前掲書』注（67）199頁。
(90) Tanzi,supra note(87),p.23.
(91) P.C.I.J. Series A,No.17,p.61.
(92) Ibid.,pp.49,51.
(93) I.C.J. Reports 1949 ,pp.22-23.
(94) Ibid.,p.23.
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は「紛争全体の最終調整」を目指していた点に注目
(95)
する。そして、金銭賠
償の義務のみを宣言するにとどまり、金銭賠償の額を決定しない場合は紛
争の重要な部分が未解決のまま残されることになるだけでなく、新たな紛
争の可能性を存続させることにもなるとして、裁判所は、金銭賠償の額を
決定する管轄権を有すると結論
(96)
した。
このような裁判所の判断によれば、本件のアルバニアによる金銭賠償の
支払は、紛争の一部ではなく、紛争全体の解決を目的としていたといえ
る。つまり、損害の塡補を通じた紛争解決が本件の金銭賠償の目的であっ
たと評価できるのである。それゆえ、本件紛争の解決のためには金銭賠償
の額を明確に決める必要があるため、両当事国から、それぞれの主張・反
論を支える詳細な証拠の提出が不可欠となる。しかし、本件において提出
された証拠はいずれも不十分であったため、裁判所は、もう１つ別の訴訟
手続で金銭賠償の額を決めざるをえないと判断したので
(97)
ある。
この他にも、金銭賠償額の決定の困難さが問題となった事例に、在イラ
ン米国大使館占拠事件がある。本件では、外交関係条約等の違反がイラン
の側に存在し、アメリカに対して責任を負うことが認定された。それゆ
え、裁判所は、アメリカに対して生じた被害につきイランの側に賠償義務
があると判示したが、イランの義務違反が継続していることを理由とし
て、賠償の形態と額（form and amount）を決定することができないと述
(98)
べた。他方で、賠償の形態と額を検討するうえで、イランの義務違反の累
積的効果だけでなく、外交・領事法を構成している規則の根本的性格やイ
ランによる当該規則の違反の程度と深刻さがとくに強調されなければなら
ないと指摘して
(99)
いる。さらに、裁判所は、人類が注意深く構築してきた法
(95) Ibid.,p.24.
(96) Ibid.,p.26.
(97) Ibid., p. 26. なお、金銭賠償の額の評価に関する判決については、I.C.J.
Reports 1949 ,pp.244-265.
(98) I.C.J. Reports 1980,pp.41-42,para.90.
(99) Ibid.,p.42,para.91.
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体系の維持は国際社会の安全と福祉にとって不可欠であるとしつつ、「本
件で適用を求められている法の諸原則の最高の重要性をもう一度想起する
にあたって、現在裁判所に提起されている種類の事態によって引き起こさ
れうる回復不可能な危害に、イラン自身も超記憶的時代から一員であった
国際社会全体の注意を喚起することは裁判所の責務であると考える」とま
で述べるに至るので
(10)
ある。
このような裁判所の見解は、賠償の形態を特定していない点で、金銭賠
償のみを想定して述べられたものとはいえない。しかし、金額を問題とし
ている以上、本件で金銭賠償が問題となりうるとの立場にたっていること
は明らかで
(101)
ある。ここで注目すべきは、裁判所は、義務違反の累積的効
果、外交・領事法の重要性、義務違反の程度と深刻さおよび国際社会全体
への危害といった要素を、違法性認定の段階ではなく、賠償の内容を検討
する段階の考慮要因として位置づけている点である。そして、このような
考慮要因は、賠償の機能と関連づけられて検討されており、コルフ海峡事
件における損害の塡補を通じた紛争解決という要素と考え合わせると、賠
償、なかでも金銭賠償の機能の多義的性格をみてとることができるので
(102)
ある。
(三）満足
満足の法的性格について問題となった事件として、イギリス（カナダ）
とアメリカ間のアイム・アローン号事件仲裁判決（1935年）がある。本件
(10) Ibid.,pp.42-43,para.92.
(101) 本件の責任解除義務の形態としては、①イランによる人質の違法な抑留の継続
に関しては即時の終了と釈放が、②大使館の施設・財産・公文書・書類の返還が明
示されている。①は中止、②は原状回復と評価することができる。Ibid., pp. 44-
45,para.95.
(102) 金銭賠償の額と支払方法の認定の困難さは、このような考慮要因の多義的性格
にあるといえる。ブラウンリーは、金銭賠償の認定における実体法上の特定の規則
と損害の算定や因果関係との間の本質的関連性に触れ、第一次的規則の内容に照ら
して賠償すべき損害の範囲が決定されるべきとの考え方を示している。Brownlie,
supra note(84),p.224.
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において本稿との関係でとくに注目されるのは、裁判所が、アメリカによ
り、カナダで登録されたイギリス船籍をもつ船舶が違法に撃沈されたとし
て、まず違法行為（unlawful act）の存在それ自体を理由として公式の違
法性の承認と謝罪という満足をアメリカに命じ、次いで当該違法行為にも
とづく侵害に関する物理的矯正（material amend in respect of the wrong）
として25，000ドルの金銭賠償の支払を命じたという点で
(103)
ある。本件のこう
した判断には、満足とこれに加えて求められる金銭賠償に懲罰的性格があ
るのではないかとの負の印象が存在してきた。
これに対して、満足とこれに加えて求められる金銭賠償の支払に関して
は、義務違反にもとづく責任の単なる帰結にすぎないとする見解もある。
たとえば、フランスとイタリア間のカルタージュ事件仲裁判決（1913年）
やアメリカとドイツ間のルジタニア号事件仲裁
(104)
判決（1923年）等におい
て、賠償の懲罰的性格はすでに明確に否定されており、また国家間の主権
平等に基礎をおく国際法において、義務違反に対する懲罰的賠償はその性
格上なじまないことも勘案すれば、この点は否定的に解釈するのが適切で
あるように思わ
(105)
れる。なかでも、イタリア当局によるフランス船舶の違法
な拿捕に関係したカルタージュ事件において、常設仲裁裁判所は、義務の
不履行を根拠とする違法性の宣言に加えて、次の二種類の金銭の支払を命
じている。１つは、名目的賠償として「フランス船旗にもたらされた侵害
（atteinte porte?e au pavillon français）に対して１フラン」の支払義務を課
し、次いで慣習法や条約の不遵守の結果として生じた「精神的・政治的被
害」（pre?judice moral et politique）の賠償として10万フランの支払を命
(106)
じた。つまり、常設仲裁裁判所は、船舶の違法な拿捕による国家の名誉や
(103) R.I.A.A.,Vol.3,p.1618.
(104) R.I.A.A.,Vol.7,p.39.
(105) B.Cheng,General Principles of Law as Applied by International Courts and
 
Tribunals (1953),pp.233-236.
(106) R.I.A.A.,Vol.11,p.460.
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威厳への侵害という抽象的な権利侵害と同様のレベルにあるものに対して
は満足の一種として名目的金額の支払義務を課した一方で、義務違反の存
在それ自体にもとづく精神的・政治的被害に対しては金銭賠償の支払義務
を課したのである。本件のように、抽象的な侵害や非物理的損害に対する
賠償義務が問題となる場合、違法性の宣言・謝罪などと金銭の支払が並存
する事例が多いが、この金銭の支払が満足の文脈で捉えられる金銭的な満
足（pecuniary satisfaction）と考えられるのか、あるいは金銭賠償の文脈
で捉えるべきものなのかは、両者の根拠となる損害の性格を慎重に判断し
ていく必要があるといえ
(107)
よう。
満足が国際司法裁判所において問題となった事例としてはコルフ海峡事
件がある。コルフ海峡事件には、本節（二）で取り上げたアルバニアのイ
ギリスに対する責任とは異なり、イギリスのアルバニアに対する責任が問
題となった論点がある。すなわち、イギリスがアルバニアの意思に反し
て、アルバニア領海の機雷の掃海作業を行ったことの違法性が問題となっ
たので
(108)
ある。イギリスは、この機雷の掃海作業は国際裁判所への証拠の入
手や提出を可能にするために行ったと述べ、干渉理論の例外と位置づけ
て、その正当化をはか
(109)
った。これに対して、裁判所は、イギリスの主張は
過去において極めて重大な濫用を引き起こしてきた力の政策の表明であ
り、国際法に位置を見出すことはできないと厳しく批判する。そして「独
立国間において、領域主権の尊重は国際関係の不可欠の基礎である。……
国際法の完全性（inte?grite?）を確保するために、裁判所は、イギリス海軍
の活動はアルバニアの主権の侵害（violation……de la souverainete? de
(107) Brownlie,supra note(84),pp.208,222-223.仲裁裁判では個別に付託合意が締
結されるため、金銭賠償の額を決定する裁判所の裁量がとくに認められるのかもし
れないが、物理的損害に対する金銭賠償の額を決定する際の司法裁判所の慎重な姿
勢に対して、仲裁裁判所の非物理的損害に対する金銭賠償の額の決定は比較的緩や
かに行われているとの印象を受ける。
(108) I.C.J. Reports 1949 ,p.33.
(109) Ibid.,p.34.
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l’Albanie）を構成すると認めなければならない」とし、最終的に「この認
定は、アルバニア政府の名において、その補佐人によって行われた請求に
合致するものであり、かつそれ自体で適切な満足を構成する」と結論づけ
るので
(10)
ある。
まず、過去において満足は、前述のように、弱小国から譲歩を獲得する
ために濫用されることもあったために、諸国には満足に対する抵抗感が存
在していた。それにもかかわらず、コルフ海峡事件において、裁判所は、
満足を強国の力の政策を否定するための手段として用いた点は注目に値
(11)
する。次に、イギリスのアルバニア領海における機雷掃海作業を通じたア
ルバニアの主権侵害の認定は、イギリスとアルバニアの二国間の問題にと
どまらず、国際法の完全性の確保をも目的として行われた。つまり、国際
関係の不可欠の基礎をなす領域主権の尊重に注目することで、その侵害の
回復は、アルバニアの満足だけでなく、国際法の完全性という一般的利益
の確保にもつながりうるとされたのである。このような裁判所の推論過程
からも、満足は、物理的損害に対する金銭賠償の額をめぐる責任国と被害
国との間の主張・反論のみに委ねられる性格のものとは異なり、国際法の
完全性の確保という機能も有しているため、第三者機関たる裁判所を通じ
た法認定が非常に重要になると解すことができ
(12)
よう。
このような満足のリーディング・ケースであるカルタージュ事件やコル
フ海峡事件を念頭に置きな
(13)
がら、レインボウ・ウォーリア号事件（1990
年）では、下記のようなかたちで、満足、とくに違法性宣言判決の根拠と
(10) Ibid.,p.35.
(11) Shelton,supra note(75),p.848.
(12) この点は、アルバニア自身が、損害の発生がないとしていかなる金額も請求せ
ずに違法性宣言判決を求めていた点には注意が必要である。I.C.J. Reports 1949 ,
p.26.コルフ海峡事件における違法性宣言判決は、違法性の認定を通じて、違反の
あった国際義務の拘束力の確認だけでなく、将来的な違反の抑止にもつながるとす
る説もある。Tanzi,supra note(87),p.22.
(13) R.I.A.A.,Vol.20,p.273,para.123.
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なる損害の性格規定が明確になされて
(14)
いる。
「国際義務の違反に対する１つの救済あるいは（広義の）賠償の一形態とし
て満足を用いる諸国および国際的な司法裁判と仲裁裁判の長い確立した実
行が存在する。この実行は、国際責任を伴う私人への損害の場合に反して、
とくに国家に直接的になされる精神的または法的損害（moral or legal
 
damage）の場合に関係する。（括弧内ママ）」
本件が念頭に置いている事件のうち、違法性の宣言の根拠について、カ
ルタージュ事件では義務の不履行が、また、コルフ海峡事件では主権侵害
が挙げられていたことを考えると、精神的・法的損害という用語法は義務
違反の存在のみで発生する抽象的な権利侵害のレベルのものを含むと解す
ことができ
(15)
よう。さらに、本件では、満足との関係で問題となる精神的・
法的損害は、私人ではなく、国家に対するものとし、損害の人的対象範囲
も限定している点は重要である。このように満足の根拠となる損害概念の
性格規定を行おうとする仲裁裁判所の見解は、国際法委員会の国家責任に
関する法典化作業に依拠している部分もある
(16)
一方、こうした仲裁裁判の判
決が国家責任条文の最終的な条項にも影響を及ぼしているなど、両者の相
互作用に注意する必要があるとい
(17)
える。
このような動向に対し、国家責任条文後に判断が下された逮捕状事件で
は、一見すると、精神的被害が違法性宣言判決の根拠とされていたように
思われる。しかし、裁判所は、精神的被害という用語に関しては、基本的
にコンゴの主張や申立との関係で問題にするという慎重な態度を
(18)
とり、国
(14) Ibid.,pp.272-273,para.122.
(15) 法的損害・法的被害に関する議論については、拙稿「対世的義務違反に対する
責任追及―『被害国』概念の変質―」『早稲田法学会誌』第52巻（2002年）260-262
頁。
(16) たとえば、アランジオ・ルイズの国家責任に関する第二報告書に明示的に依拠
している部分については、R.I.A.A.,Vol.20,p.273,para.122.
(17) たとえば、上述の注114のレインボー・ウォーリア号事件における言明を引用
する箇所については、Yearbook of the International Law Commission, 2001,
Vol.2,Part 2,p.106,para.4(Article37).
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際責任の根拠はあくまで、外務大臣の免除を尊重せず刑事管轄権からの免
除と不可侵を侵害したことを理由とする「ベルギーのコンゴに対する義務
の違反」（violation of an obligation of Belgium towards the Congo）に求め
ている点か
(19)
らも、満足に関する根拠については、国際判例上不明確な部分
が残っていると評価せざるをえないであろう。
以上の検討から、賠償の形態と内容の特定にあたっては、損害の塡補を
通じた紛争解決や国際法の完全性の確保などの賠償の機能に照らしつつ、
損害の性格、国際義務違反の程度、あるいは第一次的規則の性格などを考
慮に入れて総合的に判断されていたことが分かった。つまり、賠償の認定
は、第一次的規則と無関係なものとして、その固有の機能を措定して先験
的に結論を導き出すことが許されるものではなく、紛争全体の文脈や適用
法規の特質などを勘案して個別具体的に行われるものであるといえるので
ある。また、とりわけ満足に関しては、国際仲裁裁判と国際司法裁判と
で、損害の取り扱いに一定の相違がみられるなど、一貫した判例法が形成
されているわけでもない。それゆえ、こうした賠償の認定に関する実行か
ら、どの程度一貫した論理を抽出することができるのか、その体系化には
困難な問題が伴うことが予想される。この点について、国際法委員会の国
家責任条文がどのように賠償の規則を体系化しようとしたのかを次章で検
討していくことにする。
第三章 国家責任条文における「責任の内容」
国家責任条文は、国家責任紛争について、第一部の違法性の認定は国際
司法裁判所規程第36条２項 cの「認定されれば国際義務の違反となるよう
な事実の存在」と関係するのに対して、第二部の責任解除義務は同 dの
(18) I.C.J.Reports 2002,p.8,paras.11-12,pp.14-15,paras.31-32,p.26,para.64,
p.30,para.72,p.31,para.75.
(19) Ibid.,pp.29-30,paras.70-71.
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「国際義務の違反に対する賠償の性質又は範囲」に関わる問題であるとし、
国際裁判における第二部の位置づけを明らかにして
(120)
いる。
国際法違反の事例は、比較的重要度の低いものから、人民の生存、国家
の領土保全や政治的独立、そして地域全体の環境に関わるようなものにま
で広範に及び、また二国間で問題となる義務からすべての国家や国際社会
全体に対する義務にまで関係
(121)
する。国家責任条文は、こうした個別事例の
重大性や効果を勘案しつつ、「国家が国際義務の違反を犯した際、当該違
反により影響を受けた法的関係の回復と将来に関する問題が中心的なもの
となる」として、合法性の回復が国家責任法の主たる機能であるとの立場
をとって
(12)
いる。
国家責任条文は、このように国家責任法上の責任解除義務の機能を明ら
かにし、さらには第二部で規定する国際違法行為の中核的な法的帰結が⑴
違法行為の中止と⑵違法行為によって引き起こされた被害に対する完全な
賠償（full reparation）を行う責任国の義務であるとして
(123)
いる。ここで注
意しなければならないのは、国家責任条文によれば、責任国の義務は、被
害の発生の有無に従って⑴と⑵に関する義務に分類され、賠償は責任解除
義務全般を意味するものとして観念されていない点である。つまり、国家
責任条文は、第二部に規定する規則を国際司法裁判所規程第36条２項 d
と関連づけておきながら、賠償の意義について同規程とは異なる用語法を
採用しているのである。以下では、第二章までに検討してきた条約や国際
裁判上の賠償の一般的意味と国家責任条文に特有の賠償の用語法との違い
に鑑み、後者の方の賠償を意味する際には賠
・
償
・
と傍点を付けて論じていく
ことにする。ただし、条文の訳や国際法委員会の年鑑から直接引用してい
(120) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,pp.86
-87,para.2(Introduction to Part 2).
(121) Ibid.,p.87,para.1(Chapter1,General Principles).
(12) Ibid.,p.88,para.1(Article29).
(123) Ibid.,p.87,para.2(Article28).
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る箇所では、国家責任条文上の賠
・
償
・
の語であることが明白であるので傍点
を付すことはしない。
第一節 中止と再発防止の機能
前述の通り、国家責任条文は、責任国の中核的義務の１つとして中止を
挙げるが、次のように第30条には中止と並んで再発防止が規定されてい
る。
第30条 中止と再発防止
国際違法行為に対して責任を有する国家は、以下の義務を負う。
⒜違法行為が継続している場合には、当該行為を中止すること
⒝事情により必要と認めるときは、適当な再発防止の確約と保障を申し
出ること
中止と再発防止の義務は、違法行為の存在のみで発生し、被害の存在は
条件とされていない。国家責任条文によれば、中止は「継続的な違法行為
の終了の確保に関係した将来的履行」に関わる側面を有する一方で、再発
防止の確約と保障は「防止的機能に役立ち、将来的履行の積極的強化と評
しうる」ものと性格づけられている。そのうえで、双方の義務は「違反に
よって影響を受けた法的関係の回復および修復」（restoration and repair of
 
the legal relationship affected by the breach）を目的とするものとされて
(124)
いる。このように、国家責任条文は、被害に対する賠
・
償
・
の他に、違反に対
する「回復」という新しい責任解除義務の範疇を設け、国家責任法におけ
る合法性回復機能を重視する立場をより鮮明にしているので
(125)
ある。
なかでも、国家責任条文は中止の義務の重要性を強調している。中止
は、従来の国際裁判において独自の地位を与えられてこなかったが、国家
責任法上の概念として初めて提唱したのは国家責任条文草案の二番目の特
(124) Ibid.,p.88,para.1(Article30).
(125) この点について、P.-M.Dupuy,“The International Law of State Responsi-
bility:Revolution or Evolution?”,Michigan Journal of International Law,Vol.
11,No.1(1989),p.122.
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別報告者リップハーゲンであるといわ
(126)
れる。その後、彼の考え方は学説上
の支持を受けて、三番目の特別報告者アランジオ・ルイズの起案を経て第
一読草案第41条として定式化
(127)
され、国家責任法上重要な役割を与えられる
ことにな
(128)
った。
中止の目的は、国際法の違反を終了させ、第一次的規則の継続的効力や
実効性を保護することにある。そのため、「責任国の中止の義務は、法の
支配を保持し、これに依拠するにあたり、単一あるいは複数の被害国の利
益と国際社会全体の利益の双方を保護する」ものと性格づけられて
(129)
いる。
中止は、在イラン米国大使館占拠事件のように継続的に違法に監禁されて
いる人質の解放などが例とされるが、これは原状回復と区別が困難な場合
がある。しかし、中止は、原状回復とは異なり被害との均衡性を求められ
ることは
(130)
ない。つまり、シェルトンの言葉を借りれば、「中止とは、賠
・
償
・
の一形態ではなく、責任国の固有の義務（inherent obligation）として取り
扱われている（傍点筆者）」ので
(131)
あり、違反のあった第一次的規則に内在
する義務（Prima?rpflicht）として位置づけられるので、被害国の請求の有
無に関係なく、違法行為が継続している場合には必ず責任国に発生する義
務と観念されているので
(132)
ある。
これに対し、再発防止の確約と保障は、「事情により必要と認めるとき」
に問題となるかなり例外的な性格をもつものと
(13)
され、すべての事例におい
(126) Yearbook of the International Law Commission,1981,Vol.2,Part1,p.86,
para.57.
(127) アランジオ・ルイズの報告書では、第一読草案第二部第６条として起草され
た。Yearbook of the International Law Commission,1993,Vol.2,Part2,pp.55
-58,paras.1-17.
(128) 湯山「前掲論文」注（１）137頁。
(129) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,p.89,
para.5(Article30).
(130) Ibid.,p.89,para.7(Article30).
(131) Shelton,supra note(75),pp.839-840.
(132) K.Ipsen,Vo?lkerrecht (5.Auflage,2004),pp.655-656.
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て要求される責任国の義務ではない。再発防止は「継続的な関係における
信頼の回復」を目的としつつ、違反の将来的予防に焦点を当てているた
め、被害国により再発防止の確約と保障が求められる場合には、問題は本
質的に継続的な法的関係の強化にあり、焦点は過去ではなく、将来に存在
することになるので
(134)
ある。
以上検討してきたように、中止と再発防止は、被害国だけでなく、法の
支配を支えようとする国際社会全体の関心にも関わる責任解除義務とい
え、原則として被害に対する事後救済に関わる賠
・
償
・
とは区別されるものと
観念されているので
(135)
ある。
第二節 賠
・
償
・
の範囲と被害概念
国家責任条文は、国際違法行為の法的帰結として生じる責任国の第二の
一般的義務として賠
・
償
・
を挙げる。第31条は、賠
・
償
・
について次のように規定
する。
第31条 賠償
１．責任国は、国際違法行為によって引き起こされた被害に対して完全な
賠償を行うべき義務を負う。
２．国家の国際違法行為によって引き起こされた被害とは、物理的である
と精神的であるとを問わず、あらゆる損害を含む。
このように国家責任条文における賠
・
償
・
の範囲は、完全な賠
・
償
・
であること
が求められ、この賠
・
償
・
の完全性は「国際違法行為によって引き起こされた
被害」の総体に照らして判断されることになるのである。
(一）完全な賠
・
償
・
の意味
第31条の賠
・
償
・
は、責任の即時的なコロラリーとして定式化されている
が、第30条とは異なり、被害の発生により問題となる責任解除義務であ
(13) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,p.91,
para.13(Article30).
(134) Ibid.,p.90,paras.9,11(Article30).
(135) Shelton,supra note(75),pp.840,849.
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る。賠
・
償
・
を被害国の権利ではなく、責任国の義務としたのは、とくに対世
的義務の場合には、義務の当事国のうち、どの国が責任追及権を有するの
かという困難な論点を賠
・
償
・
の問題から切り離すことができ、また責任追及
権の行使の有無によって責任国の賠
・
償
・
義務の内容が左右されないようにす
るためであった。つまり、賠
・
償
・
は国際違法行為にもとづき自動的に
（automatically）発生する責任国の一般的義務であることを強調するのが
国家責任条文の立場といえるので
(136)
ある。
責任国は第31条の下で完全な賠
・
償
・
を行う義務を負うが、ここでの完全な
賠
・
償
・
とは、前述のホルジョウ工場事件の本案判決で判示されたように「違
法行為のあらゆる結果を除去し、当該行為が行われていなかったら、恐ら
く存在したであろう状況を再建する」ことを意味
(137)
する。さらに、国家責任
条文は、ホルジョウ工場事件の判示に加えて、完全な賠
・
償
・
の範囲を損害や
被害との関係で確定する理由について下記のように述
(138)
べる。
「違法行為が付加的な物理的損害（たとえば、違法に収奪された財産の使用
の損失から生じる被害）を引き起こしたので、違反以前に存在していた状
況の再建は完全な賠償にとって十分ではないかもしれない。かくして、違
法行為のあらゆる結果の除去が引き起こされた被害の種類や程度に依拠し
つつ、賠償の形態のいくつかあるいはすべてが提供されることを要するか
もしれない。」
このように国家責任条文は、完全な賠
・
償
・
の範囲は被害の種類や程度によ
って確定されるとの立場をとることになったと評価できる。他方で、国家
責任条文は、第30条とは異なり、第31条の場合、賠
・
償
・
の機能を被害に対す
る塡補か合法性の回復に求めるのかは明確にしていない。それゆえ、国家
責任条文の賠
・
償
・
にいかなる機能を付与することができるのかは、賠
・
償
・
の対
象となる被害の種類や程度に依拠する解釈問題であるといえよう。このよ
(136) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,p.91,
para.4(Article31).
(137) Ibid.,p.91,para.3(Article31).
(138) Ibid.,p.95,para.2(Article34).
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うに国家責任条文の被害概念は、完全な賠
・
償
・
の範囲を確定する基準である
と同時に、賠
・
償
・
の機能に関わる重要な論点を含んでいるといえるのであ
る。
(二）被害概念
第31条２項は、「被害とは……あらゆる損害を含む（includes）」と規定
し、被害の方が損害より広い概念となっている。また、損害は、物理的損
害と精神的損害に分けられ、前者は、金銭的に評価可能な国家やその国民
（法人を含む）の財産その他の利益に対する損害のことを指し、後者は、個
人の苦痛や苦難、愛する者を失うこと、ある者の住居や私的生活への侵入
と結びついた人格的な侮辱のようなものを意味する。被害は、この物理的
損害と精神的損害の双方を含むという点で包括的概念とされるが、違反に
よって個別に影響を受けていない国の単なる抽象的な懸念や一般的な利害
は排除されて
(139)
いる。この点からも、被害に対して行われる賠
・
償
・
は、国際社
会の一般利益の回復とも関連する第30条の中止とは異なり、形式上、あく
まで個別的な被害に基礎を置く責任解除義務といえるのである。
被害から損害を除いた部分が、何によって構成されるのかは必ずしも明
らかではない。元々、2000年の暫定草案では「被害とは……あらゆる損害
からなる（consists of）」と規定され、被害と損害は同じ概念範囲をもつも
のとされていた。この点について当時の起草委員会委員長のガヤは、起草
委員会内にも見解の対立はあったものの、同委員会は被害と損害の概念範
囲は同一のもので、なかでも精神的損害はいわゆる「法的被害」（legal
 
injury）を含む広範な概念構成をとるものと述べて
(140)
いた。これに対し、特
別報告者クロフォードは、2001年の第四報告書において、「『被害』、すな
わち、義務違反から生じる他者への法的侵害（legal wrong）は損害から
『なる』というのは確かに誤りである。ある場合には、損害が被害の骨子
(139) Ibid.,pp.91-92,para.5(Article31).
(140) Yearbook of the International Law Commission,2000,Vol.1,p.388,para.
16.
国際責任法における賠償概念の特質（萬歳) 107
であるかもしれないが、そうでない場合もある」と述べ、損害と被害の概
念範囲は必ずしも同一のものではないと指摘したうえで、2000年の暫定草
案に対する修正提案を行い、現行の第31条２項にみられる条文案を起草
(141)
した。そして、2001年の起草委員会委員長のトムカは、被害から損害を除
いた部分について、「被害は、物理的であれ、精神的であれ、損害より広
い概念である。この被害は、いわゆる『法的被害』、すなわち、満足の権
利のみが与えられる国家に対する精神的損害を含むものである」と説明
し、被害概念の明確化を一応試みて
(142)
いる。この法的被害は、学説上一般
に、従来の二国間義務の違反の際に問題となった物理的・精神的損害では
捉えきれない対世的義務の履行利益に対する侵害として論じられて
(143)
きた。
しかし、国際法委員会での議論からは、法的被害を対世的義務の違反に限
定しているのか、二国間義務も含めて考えているのかは不明で
(14)
ある。
他方で、国家責任条文は、法的被害について、禁漁期間の漁獲による漁
業への損害を例として挙げる。この例のように本当に違法な漁獲が魚の量
の減少につながったのか、その因果関係が不明な場合があるなど、問題は
具体的な損害の発生の有無ではなく、国家が特定の行動を約束したにもか
かわらず、その約束を破ったということが重要なので、具体的に確認しう
る損害が発生したときにのみ責任が問題となるのは不当であるとの認識を
示すのである。そして、上記の事例などに対応するためにも、被害概念を
広範で包括的なかたちで定義し、何が問題となる被害かは各事例で適用さ
(141) Yearbook of the International Law Commission, 2001,Vol.2,Part 1,p.9,
para.33(a).
(142) Ibid.,Vol.1,p.101,para.105.
(143) 法的被害の概念に関する議論は、たとえば、B.Bollecker-Stern,Le pre?judice
 
dans la the?orie de la responsabilite? internationale (1973), p. 49;G. J. Perrin,
Droit international public: Sources, sujets, caracte?ristiques (1999),p.754.
(14) 法的被害概念の代表的提唱者であるステルンは、国際法委員会の法的被害に関
する議論を批判的に捉えている。Crawford,Pellet and Olleson(eds.),supra note
(80),pp.194-200(Chapter17:The Elements of Internationally Wrongful Act
 
by B.Stern).
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れる第一次的規則に委ねるべきであるとの立場をとって
(145)
いる。このことか
らも、被害概念のうち法的被害に該当する部分は、義務違反そのものによ
り発生するものと観念されていると考えることができようが、法的被害の
具体的内容については問題となる第一次的規則次第ということになるので
ある。
以上の検討から、第31条２項の被害概念を被害実体・受益者の側面から
分類してみても、物理的損害は国家と個人、精神的損害は個人、法的被害
は国家に対して問題になるものとされ、非常に人為的な性格を有している
点には注意が必要である。それゆえ、このような概念分類は、国際裁判等
を通じて確立した用語法を反映したものというよりも、国家責任条文に固
有の用語法であり、なかでも「法的被害」の位置づけをめぐっては2000年
の暫定草案と2001年の最終草案で立場が異なっている点からも、かなり微
妙な論理操作の下で設定された概念とい
(146)
える。このように国家責任条文の
被害概念には不確定な部分が存在し、被害に対する賠
・
償
・
の機能を全般的に
特定することは困難なので、原状回復・金銭賠償・満足というそれぞれの
形態において被害概念がどのように取り扱われているのかを個別に検討し
ていく必要が出てくるのである。
第三節 賠
・
償
・
の形態
国家責任条文は、第31条の完全な賠
・
償
・
の一般的義務を履行するためのよ
り詳細な形態について、第34条で次のように規定する。
第34条 賠償の形態
国際違法行為によって引き起こされた被害に対する完全な賠償は、本章の
(145) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,p.92,
para.8(Article31).
(146) ステルンは、とくに2000年の起草委員会での議論を根拠に、結果として国家責
任条文においては、被害と損害の相違を見出すことはできないと評価する。Craw-
ford, Pellet and Olleson (eds.), supra note (80), p. 569 (Chapter 40: The
 
Obligation to Make Reparation by B.Stern).
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規定に従って、原状回復、金銭賠償及び満足の形態をとり、単独であるい
は組み合わせて行われるものとする。
以下では、第34条に規定される原状回復・金銭賠償・満足という賠
・
償
・
の
形態の違いに従って、それぞれの特徴を検討していく。
(一）原状回復
国家責任条文は、賠
・
償
・
の第一の形態として第35条で次のように原状回復
を規定する。
第35条 原状回復
国際違法行為に対して責任を有する国家は、原状回復、すなわち違法行為
が行われる以前に存在していた状況を再建する義務を負う。ただし、原状
回復が以下の条件と範囲で行われる場合に限る。
⒜物理的に不可能でない場合
⒝金銭賠償の代わりに原状回復から生じる利益と著しく均衡を失する負
担を伴わない場合
国家責任条文も、原状回復には広狭二義あるとの立場をとる。狭義の原
状回復は、原状（status quo ante）、すなわち違法行為の発生より先に存在
していた状況を再建することをいう。これに対し、広義の原状回復は、違
法行為が行われていなかったならば存在したであろう状況の設定と再建ま
でも意味する。国家責任条文第35条は狭義の原状回復の方を採用してい
る。広義では、原状回復と完全な賠
・
償
・
の概念範囲は同一のものとなるが、
狭義では、違法行為がなかったら存在したであろうという仮説的状況を考
慮に入れることなく、違法行為の存在以前の事実的状況のみを評価するこ
とに焦点があてられることになる。それゆえ、違法な財産収奪の場合を例
にとると、狭義の原状回復では、財産の返還のみが問題となり、逸失利益
等は金銭賠償により補完されることになるのである。このように、国家責
任条文上、原状回復は、他の形態と並んで、選択の対象となる賠
・
償
・
の一形
態として位置づけられる一方、完全な賠
・
償
・
の外縁を決定する機能は原状回
復に認められてい
(147)
ない。これは、国際判例上、賠償全体の範囲と原状回復
(147) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,p.96,
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との関係について解釈上の疑義が残されているなかで、国家責任条文が原
状回復の概念設定について慎重な態度を示したからと考えることがで
(148)
きる。他方で、違法行為が行われていなかったならば存在したであろう状
況を再建することによって当該違法行為の法的・物理的結果を除去する完
全な賠
・
償
・
の目的と原状回復は極めて密接に合致している部分があることも
確かなので、原状回復には他の賠
・
償
・
の形態よりは優先的地位が付与
(149)
され、
賠
・
償
・
の第一の形態とされて
(150)
いる。
原状回復の場合、賠
・
償
・
の第一の形態としてあらゆる被害に対応する必要
上、被害の性質に関する評価を必要としないので第35条には被害ないし損
害への言及がない。このように広範な原状回復の内容としては、いわゆる
物理的原状回復（material restitution）と法的原状回復（juridical restitu-
tion）が挙げられ、前者には、抑留した個人の解放、文書や芸術作品等の
財産の返還などが含まれ、後者には、責任国の法体系内の法的状況の変更
（国内法の破棄・改正、行政的・司法的措置の撤回・再検討など）や被害国と
の法的関係の変更などが含まれる。原状回復を通じていかなる措置が求め
られるかは、違反のあった第一次的規則の内容に
(151)
よる。たとえば、違法な
併合など一般国際法上の強行規範の違反のあった場合には、中止とあわせ
para.2(Article35).
(148) 大森正仁は、原状回復がどのような範囲に及ぶものであり、いかなる方法によ
るのかについては確定していないとする。国際法学会編『前掲書〔第２版〕』注
（75）220頁。
(149) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2, pp.96
-97,para.3(Article35).
(150) このように国家責任条文が、原状回復の優先性について若干回りくどい論理を
採用している理由については、現実の裁判等の実行で原状回復が問題とされるのが
比較的少ない状況と原状回復の優先性の理論的要請との間の間𨻶を埋めるために柔
軟なアプローチをとらざるをえなかった点が指摘されている。Crawford, Pellet
 
and Olleson (ed.),supra note(80), pp.589-590(Chapter 42.1:The Different
 
Forms of Reparation:Restitution by C.Gray).
(151) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,p.97,
para.5(Article35).
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て、侵入の過程で収奪された人や財産の返還などを通じて原状回復が補助
的な役割を果たすことも考えら
(152)
れる。また、軍縮関連条約の違反のあった
場合、責任国以外のすべての当事国が被害国としての地位を与えられるが
（第42条）、そこでの請求内容は、賠
・
償
・
の場合、とくに原状回復が想定され
て
(153)
いる。このように、原状回復も合法性回復機能の一端を担う場合もある
が、それは全面的でない点には注意が必要である。
なお、原状回復の条件であるが、物理的可能性と均衡性が問題とされて
いる。前者については、返還すべき財産の恒久的な破壊等だけでなく、法
的困難さも問題となるが、責任国は自国の国内法を理由として原状回復を
行わないことを正当化できない。また、後者について第35条は、とくに金
銭賠償との関係を規定しているので、ここでの均衡性はとくに費用面が問
題となるが、均衡性は責任国の負担のみが検討されるのではなく、原状回
復をしないことが被害国の政治的独立や経済的安定性を危険にさらすかど
うかも考慮要因となるので
(154)
ある。
(二）金銭賠償
国家責任条文は、賠
・
償
・
の第二の形態として第36条で次のように金銭賠償
を規定する。
第36条 金銭賠償
１．国際違法行為に対して責任を有する国家は、損害が原状回復によって
塡補されない限りにおいて、違法行為によって引き起こされた損害につき
金銭賠償を行う義務を負う。
２．金銭賠償は、証明される限りで逸失利益を含めた、金銭的に評価可能
なあらゆる損害を対象とする。
第36条は、第１項で金銭賠償とは原状回復で塡補されない範囲でのみ問
題となる補完的性格を有することを規定し、第２項で金銭賠償は被害のな
かでも金銭的に評価可能な損害のみを対象とすることを明記している。
(152) Ibid.,p.98,para.6(Article35).
(153) Ibid.,p.119,para.14(Article42).
(154) Ibid.,p.98,paras.8,11(Article35).
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金銭賠償の補完的性格に関して、国家責任条文は「金銭賠償の役割は、
被った損害に対する完全な賠償を確保するために、あらゆる不足（gaps）
を満たすことにある」と述べたうえで、「金銭賠償の機能は、国際違法行
為の結果として受けた現実の損失を扱うことにある」とし、金銭賠償の損
害塡補機能を強調して
(15)
いる。
金銭賠償が塡補すべき損害に関しては、「金銭的に評価可能な」性格と
いう限定を課しているが、その趣旨は、後述の満足の際に問題となる国家
に対する精神的損害、すなわち、財産や身体への現実的損害と関係しない
権利侵害によって引き起こされた侮辱や被害を金銭賠償の対象から除外す
る点にあるとさ
(156)
れる。そして、金銭的に評価可能な損害については、「（国
家の財産や職員に対して、あるいは国際違法行為から生じる損害を救済・緩和
するために合理的に負うことになった支出について）国家自身の被った損害
と同じく、自然人・法人を問わず、外交的保護の枠組のなかで国家が請求
する、国民の被った損害を含む」と述べ、その一般的な概念規定がなされ
て
(157)
いる。
国家責任条文は、国家自身の損害の算定に関して、コルフ海峡
(158)
事件では
軍艦や人員に対する損害の評価の際に損失時の軍艦の交換費用などが考慮
に入れられ、また、国際海洋法裁判所のサイガ号事件（
(159)
1999年）では違法
な拿捕・抑留に伴って発生した船舶の修繕費用や賃貸費用などが勘案され
ていることなど
(160)
を例として挙
(161)
げる。他方で、外交的保護の枠組みで問題と
(15) Ibid.,p.99,paras.3-4(Article36).
(156) Ibid.,p.99,para.1(Article36).
(157) Ibid.,p.99,para.5(Article36).
(158) I.C.J. Reports 1949 ,pp.248-250.
(159) International Legal Materials,Vol.38,Issue5(1999),pp.1357-1359,paras.
167-177.
(160) その他の例については、Crawford,Pellet and Olleson(ed.),supra note(80),
pp.604-610(Chapter42.2:The Different Forms of Reparation:Compensation
 
by J.Barker).
(161) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,p.100,
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なる個人損害のうち、個人の生命・身体に対する損害の算定は、死亡の場
合、家族に対して寄与できたであろう金銭的価値などを勘案して、家族や
本人の精神的損害を評価する
(162)
一方、個人の財産損害の算定は、資本価値、
逸失利益、付随的費用を勘案して評価されると
(163)
する。このように金銭賠償
における損害の評価は、特定の第一次的規則の内容、当事国のそれぞれの
態度の評価、衡平かつ受入可能な結果に達するための配慮などにより変わ
りうるが、物理的であるか精神的であるかを問わず、損害が金銭に換算で
きる性格を有していることを前提として行われることになるので
(164)
ある。
(三）満足
国家責任条文は、賠
・
償
・
の第三の形態として第37条で次のように満足を規
定する。
第37条 満足
１．国際違法行為に対して責任を有する国家は、原状回復や金銭賠償で塡
補されえない限りにおいて、当該行為によって引き起こされた被害につき
満足を与える義務を負う。
２．満足は、違反の承認、遺憾の意の表明、公式の謝罪あるいはその他の
適当な態様により行われる。
３．満足は被害と均衡を失してはならず、責任国に対して侮辱的な形式を
とることはできない。
第37条は、第１項で、満足の法的性格と被害の種類を規定し、第２項
で、満足の形態の例示列挙をし、第３項で、満足の義務に課す制限につい
て規定して
(165)
いる。以下、それぞれの論点について検討する。
国家責任条文は、満足を標準的な賠
・
償
・
の形態ではないとしている。つま
り、国際違法行為によって引き起こされた被害は、多くの事例において、
原状回復と金銭賠償によって修復されるので、満足は、この２つの賠
・
償
・
の
paras.9-10(Article36).
(162) Ibid.,pp.101-102,paras.16-18(Article36).
(163) Ibid.,p.102,para.21(Article36).
(164) Ibid.,p.100,para.7(Article36).
(165) Ibid.,pp.105-106,para.2(Article37).
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形態でも修復できない場合に問題となるかなり例外的な性格（rather
 
exceptional character）を有する救済と位置づけられているので
(16)
ある。し
かし、仮に満足が例外的な救済方法であったとしても、過去に満足が問題
となった事例が多くあることは、国家責任条文も認めている。そして、満
足の事例について、国家責任条文は、被害の種類、すなわち、「国家への
侮辱に相当する金銭的に評価しえない被害」が問題となっていることに注
目し、満足の対象となる被害は「義務違反の事実そのものから生じる象徴
的
(167)
性格」を有することが多いことを指摘して
(168)
いる。
国家責任条文によれば、第２項は満足を通じた責任解除の方法を例示列
挙しているが、いずれも他の態様に優越するものではないと指摘する。そ
して「その他の適当な態様」には事故原因の適切な調査（えひめ丸事件、
2001年）、金銭賠償の支払の管理のために受益者の利益を目的として創設
される信託基金、そして国際違法行為の原因となった行為を行った者の処
罰などが含まれるとして
(169)
いる。
第２項で例示されている公式の謝罪は、外交実践においても多くの例が
みられ、時宜を得た謝罪であれば紛争解決に資すること大であるとされて
(170)
いる。しかし、国際司法裁判所のラグラン事件（2001年）において、裁判
所は、アメリカが領事関係条約第36条１項⒝に規定する派遣国（ドイツ）
(16) Ibid.,p.105,para.1(Article37).
(167) ここで問題となっている被害の例としては、国旗のように国家を象徴するもの
に対する侮辱的行為などが挙げられている。Ibid.,p.106,para.3(Article37).
(168) 軍縮条約などを例に挙げながら、元々精神的・政治的損害に対する責任解除義
務の一形態であった満足を、国家責任条文は法的被害まで含めるかたちで、その概
念範囲を広げたことで、民衆訴訟との関係性など様々な問題が生じることが指摘さ
れている。Crawford, Pellet and Olleson (ed.), supra note (80), pp. 627-628
(Chapter42.4:The Different Forms of Reparation:Satisfaction by E.Wyler
 
and A.Papaux).
(169) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,p.106,
para.5(Article37).
(170) Ibid.,p.107,para.7(Article37).
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国民の逮捕後の通告義務に違反してきたことに鑑み、アメリカによる謝罪
だけでは十分でないが、アメリカが連邦や州レベルで権限ある当局による
同規定の遵守の確保のための措置をとっていることはドイツの求める再発
防止の保障を提供するものであると判示
(171)
した。このような謝罪と再発防止
の組み合わせは、過去に発生した被害の救済と将来志向的な措置の併用を
通じて、違法行為の行われなかった状態へと回帰するためのアプローチと
して評価することができ
(172)
よう。
他方で、国際司法裁判所においてその有用性が確認されている違法性宣
言判決が第37条では例示されていない。この点について、国家責任条文に
よれば、違法性宣言判決は紛争解決について権限のある第三者機関の存在
を前提としており、満足は第三者機関による解決に限られないので明示的
に取り上げられていないが、これは第２項の例示のうち違反の承認と関係
するものとされる。その一方で、違法性の宣言は、賠
・
償
・
のあらゆる形態の
決定にとって先決的なものであり、本質的には満足の救済と結びつかない
ものであると指摘している点は注目に値する。しかし、当事国が違法性の
宣言以外のものを求めなかった場合や、第３項で問題とする制限を超える
危険性がないことを考えると、違法性宣言判決には利点があるので、その
有用性は肯定されるべきとの認識を示して
(173)
いる。
国家責任条文の論理によれば、このような違法性宣言判決を含めて満足
は、「原状回復や金銭賠償で塡補されえない限りにおいて」問題になる
（第37条１項）。それゆえ、形式上違法性宣言判決も、原状回復や金銭賠償
が認定された後で、２つの形態でも塡補しえなかった被害を償うために行
われることになろう。しかし、国家責任条文の採択より後に判示された上
述の逮捕状事件では、国際司法裁判所は、満足では償いえない部分がある
(171) I.C.J. Reports 2001,pp.512-513,paras.123-124.
(172) Shelton,supra note(75),pp.848-849.
(173) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,pp.106
-107,para.6(Article37).
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ので、その部分について、前述のホルジョウ工場事件の本案判決で述べら
れた「違法行為のあらゆる結果を除去し、当該行為が行われていなかった
ら、恐らく存在したであろう状況を再建しなければならない」という基準
に照らして逮捕状の破棄とその通知を命じたことは国家責任条文とは異な
る論理で救済のあり方を判示したのである。この裁判所による認定は、満
足との関係について、国際裁判と国家責任条文の論理とが完全に一致して
いるわけではないことを示す例として注目に値するといえるであろう。
第四節 国家責任条文の課題
これまでの検討から国家責任条文の責任解除義務は、国際違法行為の回
復と賠
・
償
・
の２つの大きな類型に分けられ、前者は合法性の回復や違反の将
来的予防を目的とする一方、後者は国際違法行為によって引き起こされた
被害の除去を目的としていることが分かった。
国際違法行為の回復のなかでも、継続する違法行為の存在から法律上当
然に要請される中止がとくに重視され、国際社会全体の利益に関わる法の
支配を維持するための要の役割を担わされているのである。他方で、賠
・
償
・
も国家責任法上重要な位置づけを与えられているが、こちらは個別的な被
害の発生に対する事後救済を原則としている。なかでも、原状回復に責任
国の責任解除義務の外縁を決定する役割を認めないことによって、完全な
賠
・
償
・
の範囲は違法行為によって発生した被害の総体によって決定されるこ
とになった。それゆえ、被害は、その内容によって、賠
・
償
・
の形態を特定す
るだけでなく、賠
・
償
・
の範囲をも決定する極めて重要な概念となったのであ
る。しかし、被害の性質は明確でなく、とくに法的被害については不明確
な部分があるため、被害の除去を目的とする賠
・
償
・
の機能の実質を把握する
ことは困難である。
このように国家責任条文上の責任解除義務の特質と問題点を考えてみる
と、次に挙げる論点が今後の課題になるものと思われる。第一は、従来の
国際請求は賠償の獲得を目的としてきたが、そこに新たに回復を目的とす
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る請求がそもそも認められるのか、また、法の支配という国際社会全体の
利益に関わる中止は、継続的な違法行為の存在により法律上当然に責任国
に求められる義務であるとしても、そのことから国際社会のすべての国に
責任追及権を与えることが認められるのかといった国際請求の原告適格が
問題と
(174)
なる。このような国家責任の追及に関わる論点は、国家責任条文第
33条に規定されているように国際義務の性格と内容や違反の状況に照らし
て判断されることになり、第二部の責任の内容ではなく第三部の責任の実
施で取り組むべき課題とされて
(175)
いる。
第二は、国家責任条文は、そのタイトル通り、国家間の責任関係を対象
にしている。しかし、これまで検討してきた被害概念には国家だけでなく
個人の損害も含まれていた。この点について、国家責任条文は、「国際違
法行為が当該行為に責任のある国家と私人や国家以外の実体との関係にお
ける法的帰結を伴いうる可能性を排除するものではない」としながらも、
賠
・
償
・
の義務は「私人や国家以外の実体に対して生じるか、あるいは当該私
人や実体によって援用される限り適用されない」とも述べて
(176)
いる。このよ
うに国家責任条文は私人や国家以外の実体に対する責任について論争を回
避しているので、責任の人的対象の範囲をあらためて検討する必要がある
といえよう。
第三は、国家責任条文上、賠
・
償
・
の範囲は被害の総体によって決定される
ことになるが、この被害の総体はどのように算定されるのか、国際違法行
(174) この点について、第一読草案の問題点を指摘し、第二読草案を起草する際の特
別報告者クロフォードの問題意識を示すものとして、J.Crawford,“The Standing
 
of States: A Critique of Article 40 of the ILC’s Draft Articles on State
 
Responsibility”, in M.Andenas and D. Fairgrieve (eds.), Judicial Review in
 
International Perspective:Liber Amicorum in Honour of Lord Slynn of Hadley
(2000),pp.23-44.
(175) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2, pp.94
-95,paras.1-2(Article33).
(176) Ibid.,pp.87-88,para.3(Article28).
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為と被害との間の因果関係が問題となる。
第一の問題は別稿で論じた
(17)
ので、責任解除義務に関係する第二と第三の
問題について、次章で検討していくことにしよう。
第四章 国際違法行為の法的帰結をめぐる現代的課題
第一節 国家責任法上の被害実体の拡大
国際請求のうち最も一般的とされる外交的保護に関する紛争は、外国国
家の行為を通じて、自国民が被った損害を理由としてその本国が行う賠償
請求の形態をとる。このような国家間紛争の文脈における個人損害の位置
づけについては、これまで様々な説明がなされてきたが、賠償の対象とな
る損害の性格について、個人損害の国家損害への移送という法的擬制に依
拠しつつ損害の国家的性格を強調する説が、現在でも一般に支持されて
(178)
いる。
常設国際司法裁判所は、ホルジョウ工場事件の本案判決において、国家
が他国に対して行う賠償請求は、自国民の損害を理由とするものであった
としても国家間請求の性格を変えるものではなく、賠償の最も通常の形態
でもあるとしたうえで、以下のように個人損害の性格づけを行って
(179)
いる。
「賠償を規律する法規は、関係二国間で効力を有する国際法規であって、違
法行為を行った国家と損害を受けた個人の間の関係を規律する法ではない。
……それゆえ、個人の受けた損害は、国家の受ける損害と本質上決して同
一ではない。それは、国家に対してなされるべき賠償を算定するための便
宜的尺度（convenient scale）を提供しうるにすぎない。」
このように裁判所は、形式上賠償請求の当事者の国家間的性格を維持し
(17) 拙稿「前掲論文」注（115）251-294頁。
(178) Nguyen Quoc Dinh,P.Daillier et A.Pellet,Droit international public (6?
e?dition,1999),pp.770-771.
(179) P.C.I.J. Series A,No.17,p.28.
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つつも、個人損害を賠償の範囲を確定するための便宜的尺度と位置づける
ことによって、実際上は「違法行為に対する賠償が、国際法に違反する行
為の結果として被害国の国民が受けた損害に相当する金銭賠償」が可能に
なるような論理を構築しているので
(180)
ある。
他方で、国家責任条文第31条１項は、「責任国は国際違法行為によって
引き起こされた被害に対して完全な賠償を行うべき義務を負う」とのみ規
定し、被害が引き起こされた対象、すなわち被害実体は明記されていな
い。ホルジョウ工場事件における裁判所の論理を採用するならば、賠償請
求の手続的主体は国家であり、「個人の受けた損害は、国家の受ける損害
と本質上決して同一ではない」ため、あくまで被害実体は国家でなければ
ならないことになる。これに対し、国家責任条文は被害の国家的性格にの
み依拠した定式化を行ってい
(181)
ない。それゆえ、「国際違法行為によって引
き起こされた被害」が裁判上の争点となった場合、裁判所はそこでの判断
の対象を国家損害と個人損害のいずれに求めることになるのか、ホルジョ
ウ工場事件で採用された論理の一般的適用可能性をあらためて検討する必
要が出てくるので
(182)
ある。
安藤仁介はホルジョウ工場事件で採用された論理構成について、「人権
保障や投資保護の分野で個人が外国を直接に国際法廷へ提訴できるシステ
ムが広がりつつある現状を考慮して、この議論を再吟味する必要はないだ
ろうか」との問題提起を行って
(183)
いる。この点について、外交的保護の分野
以外でも、国際司法裁判所もすでにナミビア事件（勧告的意見、1971年）
(180) Ibid.,pp.27-28.
(181) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,p.127,
para.11(Article48).
(182) 外交的保護に関する個人損害の位置づけについては、拙稿「国家責任法におけ
る個人損害」石川明編『国際経済法と地域協力（櫻井雅夫先生古稀記念論文集）』
（信山社、2004年）117-129頁。
(183) 松井編集代表『前掲書』注（79）448頁（「ホルジョウ工場事件」の項、安藤仁
介担当）。
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において、南アフリカの違法行為による「被害実体」（injured entity）は
南西アフリカの人民であると述べて、個人が国際義務の違反にもとづく被
害者たる地位に立つことを認めて
(184)
いる。
さらに、パレスチナの壁事件（勧告的意見、2004年）では、パレスチナ
の人民や個人が直接イスラエルの賠償義務の対象としての地位を認められ
ることになった。本件は、イスラエルがパレスチナ被占領地域において行
いつつあった壁の建設が、ジュネーブ第四条約（1949年）を含む、国際法
の諸規則・諸原則などに照らして、いかなる法的帰結を有するかが問題と
なった事件で
(185)
ある。
裁判所は、まず、イスラエルによる壁の建設は、パレスチナの人民の自
決権を尊重する義務や国際人道法および国際人権法上の義務等に違反する
ので国家責任を生じさせると認定した。次に、この責任の法的帰結とし
て、イスラエルは、壁の解体を含めて国際義務の違反を中止し、壁の建設
に関わる国内法令を廃棄・無効にするべき義務があると判示
(186)
した。そし
て、壁の建設を通じた個人損害、とくに住宅・事業・農地の徴発や破壊を
伴う場合、イスラエルは関係するすべての自然人と法人に対して引き起こ
された損害の賠償を行う義務があるとして、ホルジョウ工場事件の本案判
決における賠償の外縁決定に関する言明を引用しな
(187)
がら、次のような結論
に達して
(18)
いる。
「したがって、イスラエルは、パレスチナ被占領地域における壁の建設の目
的のために自然人や法人から収奪した土地、果樹園、オリーブ園およびそ
の他の不動産を返却する義務を負う。このような原状回復が物理的に不可
能であると判明した場合には、イスラエルは、被った損害につき、当該私
人に金銭賠償をする義務を有している。裁判所は、イスラエルはまた、壁
(184) I.C.J. Reports 1971,p.56,para.127.
(185) I.C.J. Reports 2004,p.141.
(186) Ibid.,pp.197-198,para.151.
(187) Ibid.,p.198,para.152.
(18) Ibid.,p.198,para.153.
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の建設の結果としてあらゆる物理的損害を被ったすべての自然人と法人に、
国際法の適用可能な諸規則に従って、金銭賠償する義務を有すると考え
る。」
このように、裁判所は、ホルジョウ工場事件で判示された違法行為の当
然の帰結として発生する責任国の賠償義務が、責任国と被害国という国家
間の関係だけでなく、自決権、国際人道法そして国際人権法といった一定
の第一次的規則の下では、責任国と被害を受けた私人との関係でも問題と
なりうるとしたのである。それゆえ、現在では、賠償を行うべき人的対象
は、国家に限定されず、私人にまで拡大される傾向にあると評価すること
ができよう。しかし、ナミビア事件やパレスチナの壁事件は双方とも安全
保障理事会や総会の諮問に対する勧告的意見のかたちをとっており、対審
的な争訟事件やその他の手続においても同旨の判断や賠償義務の実効的実
施を確保できるかは、責任追及制度の発展によることになる点には注意が
必要である。
この点について、米州人権条約制度を素材にして、栢木めぐみは「人権
侵害の救済を求める諸事例に直面した米州人権制度の諸機関、とりわけ米
州人権裁判所は、常設国際司法裁判所でのホルジョウ工場事件判決に言及
しつつ、国際法における『回復（reparation）』概念の精密化が未だ十分と
はいえない状況で試行錯誤しながら人権侵害の被害者救済、被害回復の実
行をケースバイケースで積み重ねてきた」と指摘
(189)
する。そして、米州人権
裁判所は、物理的・金銭的損害に対する金銭賠償を中心としていた事後救
済から、精神的・非金銭的損害に対する諌止という将来志向の要素も含め
た措置をとるようになってきたが、こうした「人権法の発展の一要素とし
ての米州人権条約体制での概念変容が一般国際法での概念変遷を追いかけ
る後発的立場にあるとは必ずしも言い切れない」とも述べて
(190)
いる。
(189) 栢木めぐみ「米州人権条約制度における『回復（reparation）』概念の展開」
芹田健太郎・戸波江二・棟居快行・薬師寺公夫・坂元茂樹編『講座国際人権法４国
際人権法の国際的実施』（信山社、2011年）317頁。
(190) 同上、334頁。
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フォークは、人権救済と賠償概念の関係性は紛争解決への関心から人権
への転換という新たな方向性を示しており、そこでの賠償は、現在の政治
指導者には過去の清算を、将来の政治指導者には抑止的なメッセージとな
ることを目的にしていると指摘して
(191)
いる。
このように、ホルジョウ工場事件以来発展してきた国家責任法上の賠償
概念の正確な射程を把握するためには、国際司法裁判所の勧告的意見や米
州人権裁判所の実行などを踏まえつつ、今後、国家間の賠償請求事例だけ
でなく、国家と個人との間の賠償請求事例も考察の対象に入れることによ
り、賠償概念が両者の相互作用のなかでいかなる内容を有する規則として
変遷してきているのか、その発展動向に注視していく必要があるといえよ
う。
第二節 国際違法行為と被害との因果関係―賠償の範囲
国家責任条文第31条の規定ぶりからは、完全な賠
・
償
・
は国際違法行為によ
って引き起こされた被害に対してのみ行われるべきということになる。換
言すれば、完全な賠
・
償
・
の範囲は被害の総体によって規定されるということ
である。では、この被害の総体はいかなる基準によって確定されるのであ
ろうか。
第31条の「国際違法行為によって引き起こされた被害」という文言は、
国際違法行為から生じたすべての結果ではなく、当該行為に帰しうる
（ascribable）被害に限定することを明確にするために用いられて
(192)
いる。そ
れゆえ、違法行為と被害との間には国際法上相当と認められる因果関係
（causal link）が存在することが求められるのである。しかし、この因果関
係の相当性を示す基準として、国際義務の違反すべてに関係するような同
(191) R. Folk, “Reparations, International Law, and Global Justice: A New
 
Frontier”,P.de Greiff(ed.),The Handbook of Reparations (2006),pp.485,487.
(192) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,p.92,
para.9(Article31).
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一の基準はなく、何が賠
・
償
・
の範囲を規定するのに十分な因果関係を示す基
準たりうるかは個々の事例の文脈によることに
(193)
なる。国家責任条文は、予
見可能性（foreseeability）、近接性（proximity）、そして直接性（direct-
ness）などの基準を例として挙げて
(194)
いる。
まず、予見可能性については、ドイツとポルトガル間のナウリラ事件
（1928年）において、ドイツの違法な侵略から直接生じた損害については
ドイツの金銭賠償義務が認められたものの、ポルトガル軍が敗退の過程で
原住民の反乱軍との交戦の結果被った損害に関しては、ドイツ軍がこのよ
うな事態の発生を予見することが可能な範囲で、ドイツに賠償義務が生じ
ると判示された例が
(195)
ある。次に、近接性については、ドイツとアメリカと
の間の混合請求委員会の行政決定第二号事件（1923年）において、ドイツ
の戦争賠償の範囲は「ドイツまたはその官吏の行為によって引き起こされ
た」損害でなければならないという近因（proximate cause）に従って認定
されるべきものと判示された例が
(196)
ある。そして、直接性については、アメ
リカとカナダとの間の仲裁裁判所のトレイル溶鉱所事件（1941年）を例と
して挙げることができる。本件は、カナダ領からの亜硫酸ガス等の流入に
よって米国のワシントン州の農作物や森林資源が損害を受けたことを理由
に、アメリカがカナダに賠償請求をした事例である。裁判所は、土地の使
用価値または賃貸価格の減少に関しては金銭賠償額の算定基準として認め
る一方、損害発生地域に居住する住民の購買力の減少によって商企業が損
害を受けたとする請求に対しては、このような損害はあまりにも間接的で
不確実なものであるから、カナダの金銭賠償義務は認められないと判示
(197)
した。
(193) Cheng,supra note(105),pp.241-253.
(194) Yearbook of the International Law Commission,2001,Vol.2,Part2,pp.92
-93,para.10(Article31).
(195) R.I.A.A.,Vol.2,pp.1031-1032.
(196) R.I.A.A.,Vol.7,pp.29-30.
(197) R.I.A.A.,Vol.3,p.1931.
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国家責任条文も引用するこれらの事例においては、確かに違法行為と損
害との間の因果関係は責任国の賠償義務の範囲を決定する要素となってい
るが、前述の３つの事例は金銭賠償が問題となっていた点には注意しなけ
ればならない。この点について、国際司法裁判所は、ジェノサイド条約適
用事件において、次のように注目すべき見解を示して
(198)
いる。
「被告国は、残虐行為を防止する試みにおいて採用しえた、それゆえに採用
すべきであった、ボスニアのセルビア人勢力の軍事的・政治的当局に影響
を及ぼす重要な手段をまさに有していたが、こうした手段が、これらの出
来事の特定の文脈において、被告の求めるべきであった結果を達成するの
に十分であったということは示されなかった。それゆえ、裁判所は、被告
国の防止義務の違反とスレブレニツァでのジェノサイドの結果として生じ
た損害との間の因果関係（causal nexus）を証明されたものとみなすことは
できないので、金銭による賠償（financial compensation）はジェノサイド
を防止すべき義務の違反に対する賠償の適切な形態ではない。」
このように、金銭賠償との関係では、違法行為と損害との間の因果関係
は不可欠の要素と考えられているといえる。しかし、裁判所は、違法行為
と損害との因果関係の不明さゆえに金銭賠償義務を認定しなかった前述の
引用部分の直後に、次のように述べて
(19)
いる。
「しかしながら、原告国は、満足の形態における賠償の権利を有し、これ
は、原告国自体が示唆したように、本判決では、被告国はジェノサイド犯
罪を防止する条約によって課せられた義務を遵守しなかったという最も適
切な宣言の形態をとるものであることは明らかである。」
この言明から、裁判所は、違法行為と損害との間の因果関係ではなく、
国際義務の不遵守の存在にもとづいて、満足を適切な賠償の形態と認定し
うるとの認識を示したといえるのである。他にも、国際司法裁判所は、逮
捕状事件のように、コンゴの主張した精神的被害に一定程度配慮しながら
満足による責任解除を認定した事例もあるが、コルフ海峡事件のように被
害の発生に依拠した判断を行っていない判例もある。また、仮に国際義務
(198) I.C.J. Reports 2007,p.234,para.462.
(19) Ibid.,p.234,para.463.
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の不遵守を法的被害と構成したとしても、裁判所が違法行為と法的被害と
の間の因果関係に言及していないことは確かであり、これは、満足におい
ても違法行為と被害との間の因果関係を必要条件としている国家責任条文
とは異なる態度といえる。このような国際司法裁判所の立場は、賠償の範
囲を被害の総体として捉えるのではなく、ホルジョウ工場事件における
「賠償はできる限り、違法行為のあらゆる結果を除去し、当該行為が行わ
れていなかったら、恐らく存在したであろう状況を再建しなければならな
い」という定式こそが賠償の範囲を示す基準とする見解を反映したものと
解すことがで
(20)
きる。それゆえ、国際裁判における賠償認定において、違法
行為と損害との間の因果関係は賠償の範囲を決定する際の重要な要素とさ
れているが、それはとくに金銭賠償との関係でいえることであり、満足の
場合には必ずしも必要不可欠な要素とはされておらず、国際裁判所の認定
は国家責任条文の被害概念や因果関係論とは異なる推論過程を示している
と指摘できるので
(201)
ある。
このような相違が現れる原因は、湯山智之が「違法行為の中止とサティ
スファクションは、第一次義務の尊重・執行、将来の違法行為の抑止とい
う機能を有している点で、損害の塡補という観念をその基礎に置くリパレ
イションの枠内に位置づけられるべきではない。リパレイションから独立
した救済手段とみなすべきである」と述べるよ
(202)
うに、満足の特殊な性格に
よるのかもしれない。現在の国際判例上の用語法において、満足は賠償の
一形態として扱われているが、賠償のなかには損害の塡補や合法性の回復
といった多様な機能が包含されており、この機能面の多様性が賠償の範囲
(20) ジェノサイド条約適用事件でも、ホルジョウ工場事件のこの言明に触れ、賠償
範囲の外縁を規定したうえで、本件における原状回復の不可能性を確認した後に、
本件の損害に対する金銭賠償の可否に関する検討に移っている。Ibid., p. 164,
para.460.
(201) ブラウンリーも、金銭賠償との関係でのみ因果関係を検討する。Brownlie,
supra note(84),pp.225-227.
(202) 湯山「前掲論文」注（１）220頁。
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を確定する際の被害・損害の位置づけにも関わってくることになると考え
られる。それゆえ、国際違法行為と損害との間の因果関係が賠償の範囲を
確定する際の不可欠の要素となるかは、そもそも損害の発生が賠償義務の
前提とみなされるのか否かによって決まるのであり、今後は、国家責任法
上の因果関係論の限定的役割を認識しつつ、賠償の範囲の確定基準の議論
をしていく必要があるといえるであろう。
第五章 結論
以上の検討から、国際違法行為にもとづいて発生した責任の解除義務を
総称的に表す賠償概念は、固有の規則群から構成され、国際司法裁判所規
程などの様々な条約を制度的基盤としつつ、外国人損害に関する事例だけ
でなく、多様な国際義務の違反にも対応する概念に発展してきたといえ
る。賠償の認定にあたって、裁判所は、第一次的規則の性格と内容、国際
義務違反の重大性、紛争の経緯と当事国の主張、国際義務違反によって発
生した損害の程度などを総合的に勘案して、適切な責任解除のあり方を指
示している。
確かに、原状回復、金銭賠償、満足といった賠償の形態はそれぞれ、固
有の機能を果たすようなかたちで適用されてきた。しかしその一方で、賠
償概念は全体として、予め措定された規則に従って機械的に結論を導くの
ではなく、賠償の認定過程において裁判所をはじめとする紛争解決の意思
決定権者に紛争のあらゆる文脈を勘案して適切な紛争解決へと導くよう指
示・命令する規則群から成り立っているといえるのである。それゆえ、賠
償概念は、損害の塡補や合法性の回復といった二重の機能を果たすもので
あったとしても、ある紛争においていずれが優先されるかは、第一義的に
は違反のあった第一次的規則の内容と性格によるのであり、適用法規や紛
争の文脈を離れた決定を許すものではない。換言すれば、賠償概念は、損
害の塡補も合法性の回復も排除せず、様々な機能を有する賠償の形態を組
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み合わせて責任国の完全な責任解除義務の内容を規定する、優れて柔軟な
性格を有するものと評価できるのである。
そして、現在では、国家責任条文のように、原状回復、金銭賠償、満足
という伝統的な形態に加えて、中止や再発防止の確約・保障を別個に規定
し、「賠償」というよりも、「回復」を目的とする新しい国際請求のあり方
を模索する動きもある。責任解除義務の段階では、前述の検討からも、こ
の新しい動向を必ずしも排除することなく国家責任法は発展してきている
といえる。それゆえ、今後は、責任解除義務の制度と責任追及制度との体
系的な整合性をはかりつつ、国家責任法全体の発展の方向性を考えていく
必要があるといえるであろう。
〔付記〕本稿は、平成23年度科学研究費補助金（基盤研究（C））「国際法の履行確
保制度の構築に関する国際立法過程モデル」（課題番号22530051）の研究成果の一
部である。
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